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宣   言 
 

町村は、食料やエネルギーの供給、水源涵養、国土保全といった国民生活を支える

役割を果たすとともに、地域資源を活かした産業を創出し、地域に根付いた伝統を継

承しながら個性あふれる多様な地域づくりを進め、豊かな文化を育んできた。 

しかしながら、多くの町村においては、長期的な人口減少や東京一極集中により過

疎化・少子高齢化が深刻な問題となっており、基幹産業である農林水産業が担い手不

足により衰退するなど、地域活力が減退している。 

また、頻発する自然災害や、原油価格・物価の高騰が、国民生活や経済活動に深刻

な影響を及ぼしている。 

加えて、町村は総じて自主財源が乏しい中で、福祉・医療、教育・子育て、防災・

減災事業など、増大する役割に迅速・的確に対応していかなければならない。 

このような状況において、持続可能な地域社会を確立するためには、地方交付税等

の一般財源総額の増額確保・充実により、人口減少・少子化対策及びこども・子育て

政策、デジタル社会・脱炭素社会の推進など、真の地方創生の実現に向けた取組を強

力に進めていく必要がある。 

また、こうした取組を町村の実情に沿って展開していくためには、町村議会の活性

化や住民の議会に対する関心・理解を深めること等を通じた、議会への多様な人材参

画及び議会の機能強化が不可欠である。 

よって、全国町村議会議長会は、本日、「第69回町村議会議長全国大会」を開催し、

一致結束して、果敢に行動していくことをここに誓う。 

 

以上、宣言する。 

 

令和７年11月12日 

 

第69回町村議会議長全国大会  
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東日本大震災及び令和６年能登半島地震等からの復旧・復興、

原子力発電所事故への対応及び防災・減災対策の確立を求める

特別決議 
 

我が国は、その地形、地質、気候等の条件から、自然災害が発生しやすい国土とな

っている。 

東日本大震災以降も、平成28年熊本地震や平成30年北海道胆振東部地震等の大地震、

集中豪雨、台風等により甚大な被害が発生しており、住民生活や経済活動に深刻な影

響を及ぼしている。 

こうした中、東日本大震災の被災地では、復興の総仕上げの段階へと進みつつある

が、東京電力福島第一原子力発電所事故からの復興に取り組む福島県では、住民帰還

促進に向けた環境整備、被災者の生活再建、風評・風化対策に加え、廃炉・処理水対

策など、今もなお課題が山積している。 

また、令和６年能登半島地震の被災町村では、同年９月の記録的な大雨による被害

からの復旧・復興も含め、国による更なる支援が不可欠である。 

さらに、本年も、地震、津波、台風、竜巻、突風、集中豪雨、土砂災害、浸水、火

山噴火等により各地で大きな被害が生じ、気象の急激な変化に伴う自然災害の頻発

化・激甚化の傾向が一層顕著となった。 

これらの災害からの復旧・復興への道程は、災害の規模や程度によって地域ごとに

ばらつきがあることから、国においては、被災町村の意見を十分に踏まえ、財政・政

策両面における支援策を講じるとともに、これまでの教訓を踏まえ、南海トラフ地震、

首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震及び頻発化・激甚化する自然災害

に備えた防災・減災対策を確立するよう、強く要請する。 

 

以上、特別決議する。 

 

令和７年11月12日 

 

第69回町村議会議長全国大会 
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地方創生を切れ目なく強力に推進するよう求める特別決議 
 

我が国における少子化の急速な進行は、社会、経済、地域など様々な分野に深刻な影

響を及ぼしている。特に、町村の多くは人口減少の問題を抱えており、地域の存続が危

ぶまれるという深刻な状況に直面している。 

さらに、現在、全国の町村議会においては、議員のなり手不足が大きな課題となって

いるが、その根底には、少子高齢化・東京一極集中などの地方における人口問題がある

と考えられる。 

こうした問題を打開するため、町村においては、創意工夫を凝らして地域の特性を活

かした地方創生の取組を展開してきたところであるが、個々の自治体の努力には限界が

あるため、国全体の問題として地方創生の実現を目指すべきである。 

よって、国においては、「地方創生2.0基本構想」に基づく新たな歩みをスタートさ

せたところであるが、過去10年間の取組によって解消できなかった課題を踏まえ、若

者、女性、障がい者、高齢者、外国人等といった、人口減少社会において地域を支え

る多様な担い手が活躍する社会の実現を念頭に、地方創生を切れ目なく強力に推進す

るとともに、町村が実施する取組に対して長期的・安定的な財政措置を講じることを、

強く要請する。 

 

以上、特別決議する。 

 

令和７年11月12日 

 

第69回町村議会議長全国大会 
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町村の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の

一般財源総額の増額確保・充実等を求める特別決議 
 

現在我が国では、人口減少・少子高齢化対策、地方創生、こども・子育て政策、防災・

減災対策等、国・地方を挙げて取り組むべき課題が山積しており、地方の財政需要は右

肩上がりで増大している。 

特に近年では、社会保障関係費の増加に加え、物価高や民間の賃上げ等が進む中で、

公共事業や施設管理・行政サービス等、いわゆる官公需において求められる価格転嫁、

人件費の増加、金利上昇の影響といった避けることのできない歳出の増加が見込まれる。 

さらに、令和８年度に向けては、基礎控除・給与所得控除（いわゆる「年収の壁」）の

更なる見直し、ガソリンの暫定税率の廃止、給食費無償化、高校無償化などといった、地

方財政に大きな影響を与える政策が実現に向けて動いている他、米国の関税措置に関し

て、地域の中小企業をも含めた産業界全体への影響が懸念されるなど、地方全体の行財

政運営に不透明感が増している。 

こうした中、町村が自主性・自立性を発揮して、地域の実情に応じた様々な行政サー

ビスを継続していくためには、安定的な財政運営と、そのための財源確保が必要不可欠

である。 

よって、国においては、経済・物価動向等によって増加する経費を地方財政計画の歳

出に確実に計上した上で、地方交付税を含めた一般財源総額を増額確保し、充実するよ

う、強く要請する。 

 

以上、特別決議する。 

 

令和７年11月12日 

 

第69回町村議会議長全国大会  
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決   議 

 

町村が地域の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを行うためには、国と地方が確

固たる信頼関係の下、安定的かつ効果的な施策を展開していかなければならない。 

よって、国においては、令和８年度の予算編成及び施策の策定に当たっては、本会

の要望を踏まえ、下記事項を積極的に推進されるよう、強く要請する。 

 

記 

 

一 議会への多様な人材参画及び議会の機能強化 

一 大規模災害からの復旧・復興、原子力発電所事故への対応、防災・減災対策の強化 

一 地方創生の切れ目ない推進 

一 参議院選挙における合区の解消 

一 分権型社会の実現と道州制導入反対 

一 町村財政の強化 

一 少子化対策及びこども・子育て政策の推進 

一 デジタル社会の実現に向けた施策の推進 

一 脱炭素社会の実現等に向けた環境保全対策の推進 

一 農業・農村振興対策の強化 

一 森林・林業・山村振興対策の強化 

一 水産業・漁村振興対策の強化 

一 地域商工業等振興対策の強化 

一 地域保健医療の向上 

一 医療保険制度の改善 

一 介護保険制度の充実 

一 高齢者福祉、障がい者福祉の推進 

一 教育・文化の振興 

一 国土政策の推進 

一 交通体系の整備促進 

一 生活環境施設の整備促進 

一 消防体制の強化 

一 人権擁護の推進 

一 特定地域の振興 

一 北方領土の早期返還の実現、竹島の領土権確立及び尖閣諸島海域での安全操業の確保 
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一 国民保護・安全対策等の推進 

一 基地対策の推進 

一 監査機能の強化 

 

以上、決議する。 

 

令和７年11月12日 

 

第69回町村議会議長全国大会  
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第１ 議会への多様な人材参画及び議会の機能強化 

 

地方分権改革の進展により、地方公共団体の自由度が拡大し、自主性及び自立性の

高まりが求められる中、住民の代表機関である地方議会の果たすべき役割と責任が格

段に重くなっている。 

一方、町村議会においては、全国的な人口減少や高齢化の進行、低額な議員報酬の影

響等もあり、議員への立候補者が減少するなど、議員のなり手不足が深刻化している。 

こうした状況の中、議会が住民の代表機関として適切な役割を果たすためには、議

会の機能強化を図るとともに、多様な人材が議会に参画することが求められている。 

このためには、議会が自主的な取組を積極的に展開し、自らの魅力を高め、住民の

理解と信頼の向上に一層取り組むとともに、志を抱く誰もが議員に立候補し活躍でき

る環境を早急に整備する必要がある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 
 

記 
 

Ⅰ 議会への多様な人材参画 

１ 議員のなり手不足対策への支援 

⑴ 議員のなり手不足による地方自治の弱体化が将来的に我が国の民主主義にも影響

を与え得ることを踏まえ、町村議会が行うなり手不足対策に財政支援を行うこと。 

また、町村及び都道府県に対しても、町村議会議員のなり手不足対策を行うよ

う助言するとともに、これらの取組に対する支援を行うこと。 

⑵ 議会等が行う女性議員が活動しやすい環境整備の取組に対する支援を行うと

ともに、女性の立候補を後押しするための情報提供及び支援制度を構築すること。 

併せて町村における女性人口減少の抑制や地方移住の促進を図り、女性の社会

進出、政治参画の推進のための施策を重点的に行うこと。 

⑶ 議員のなり手不足の要因には住民の政治的無関心の広がりが考えられる

ことから、住民の政治参画推進に係る優良団体表彰制度を創設すること。 

 

２ 低額な議員報酬の改善 

⑴ 町村議会の議員報酬はそれだけでは生計を維持できないほどの低水準である

ことから、長との権衡を考慮し、若者や女性、会社員などが議会に参画できるよ

う、議員報酬に生活給的要素が含まれることを明確にすること。 
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⑵ 低額な議員報酬を改善するため、議員報酬の改定を行った町村については、報

酬改定による増額が当該町村の行財政運営に影響を与えることがないよう直接

的な財政措置を講じること。また、地方交付税として措置される実際の議会費を

充実すること。 

⑶ 特別職報酬等審議会において適正な審議が行われるよう、議会の活動状況を把

握している者を委員に任命すること及び審議の過程で議会側に意見陳述の場を

付与することを町村長に助言すること。 

また、議員報酬額の審議に当たっては、以下のことに留意するよう併せて通知

すること。 

① 類似団体や近隣町村との単純な比較によることなく、議会・議員の活動状況

を踏まえて議員報酬の水準を決定すること。 

② 議会費の総額ありきの考え方から議員報酬を増額する代わりに議員定数を

安易に削減することのないようにすること。 

 

３ 厚生年金への地方議会議員の加入 

国民の幅広い政治参加や地方議会への多様な人材参画を促進する観点及び厚生

年金の適用拡大が進んでいる状況を踏まえ、厚生年金への地方議会議員の加入のた

めの法整備を早急に実現すること。 

 

４ 休暇・休職・復職制度の整備 

若者や女性、会社員など多様な人材の議会への参画を促進するため、議員への立候

補や議会・議員活動のための休暇・休職制度と議員退職後の復職制度を整備すること。 

 

５ 主権者教育の推進 

⑴ 地方自治法の改正により地方議会の役割及び議員の職務等が明文化されたこ

とも踏まえ、地方議会に対する住民の理解と関心を深め、多様な人材の参画を促

すため、主権者教育を一層推進し、更なる地方議会の啓発を行うこと。 

特に、議会自らが主体的に行う出前講座や模擬議会などの主権者教育の取組に

対する支援を講じること。 

⑵ より効果的な主権者教育を実現するため、学習指導要領に「学校と議会が連携

した主権者教育の推進」について明記すること。 

⑶ 国、地方公共団体等が連携し、地域の課題解決のための社会参加を通じた主権

者教育を推進するため、「主権者教育推進法（仮称）」を制定すること。 
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６ 手当制度の拡充 

期末手当のほか、例えば育児手当、所得損失手当、世話手当（育児・介護にかか

る費用保障）等の支給を可能とし、手当制度の拡充を図ること。 

 

７ 政治分野の男女共同参画の推進 

政治分野の男女共同参画推進法に基づき、議会が実施する家庭生活との両立支援

のための環境整備、セクハラ・マタハラ防止に資する研修の実施や相談体制の整備

等に対する支援を行うこと。 

 

８ 議会のデジタル化への支援 

「オンライン会議」による委員会の開催、タブレット端末等を活用した議会運営、音

声認識システムを利用した会議録の作成、インターネットを活用した議会情報の公開や

議会中継など議会のデジタル化への取組に対する技術的・財政的な支援を行うこと。 

また、本会議における「オンライン」の出席については、地方議会の意見を踏まえ、

丁寧な検討を進めること。 

 

９ 議会施設のバリアフリー化等への支援 

議会施設のバリアフリー化や議員及び傍聴者が利用できる保育施設・授乳室等の

施設整備に対する財政措置を充実強化すること。 

 

10 地方議会議員に係る選挙制度の改正 

⑴ 国民の幅広い政治参加や地方議会への多様な人材参画を促進する観点から、被

選挙権年齢を例えば23歳に引き下げること。 

⑵ 住民に身近な市町村の選挙については、候補者と有権者との戸口での質疑や討

論を可能にする戸別訪問を解禁し、選挙の活性化と自由化を図ること。 

⑶ 市町村議会議員の欠員が議員定数の６分の１を超えない場合の補欠選挙にお

いては、「同一の地方公共団体の他の選挙が行われるとき」（首長選挙）のみでは

なく、衆議院議員選挙、参議院議員選挙、都道府県知事選挙、都道府県議会議員

選挙の場合にも行うことができるようにすること。 

⑷ 市町村合併、解散等により３割弱となっている統一地方選挙の統一率を段階的

に復元すること。 

⑸ 町村議会議員の政治活動を支えるため、町村議会議員についても都道府県や政

令指定都市の議会議員と同様、個人の政治献金を寄附金控除の対象とすること。 
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⑹ SNSを利用した選挙活動において、虚偽情報の拡散、誹謗中傷、なりすまし行

為等の不適切な行為が散見することから、選挙が公明かつ適正に行われるよう規

制の強化など適切な対策を講じること。 

 

Ⅱ 議会の機能強化 

１ 議会と長の関係の見直し 

⑴ ⼆元代表制の下では、議会の招集権は本来、議会側にあるべきであり、必要に

応じて議会を機動的に開催できるよう、議長に招集権を付与すること。 

⑵ 議会と長との機能バランスを図る観点から、長の不信任議決の要件を３分の２

以上まで引き下げること。 

また、不信任議決に対抗する長の解散権行使は廃止し、長の辞職にとどめるよ

う制度を改めること。 

⑶ 一般再議権について、議会で否決された事件については対象外とすることを明

確に規定すること。 

また、条例・予算に係る一般再議権については、特別多数議決を単純多数議決

に改めること。 

⑷ 専決処分の対象について、議会が否決又は不同意した事件を対象外とすること

を明確に規定すること。 

⑸ 議会の政策提案機能を充実させるため、予算修正権の制約について見直すこと。 

⑹ 予算のうち議会費については、議会側の提案をもとに予算を編成する制度とす

ること。 

 

２ 議決事件に係る政令基準の廃止 

議会が自律的にチェック機能を発揮するため、政令で定められている議決を要す

る契約の種類・金額及び財産の取得・処分に係る面積・金額の基準を廃止し、条例

で規定できるようにすること。 

 

３ 議会事務局体制の強化 

議会の政策立案やチェック機能を強化するため、町村の議会事務局を必置制とす

るとともに、事務局体制強化のため、議会費に対する財政措置を充実強化すること。 

 

４ 意見書の積極的活用 

地方議会の意見書については、調査・分析の上、積極的に国の政策立案に活用す

るとともに、その結果を公表すること。 
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また、各省庁は地方議会からの意見書のオンライン提出が可能となるよう、受理

体制を整備すること。 

 

５ 議長の訴訟の代表に関する指定代理人制度の整備 

議長が当該地方公共団体を代表して遂行する訴訟について、指定代理人の制度を

整備すること。 

 

６ 公務災害補償制度の充実 

地方議会議員の活動範囲及び責任の拡大等に対応し、議員が安心して職務に邁進

できるよう、地方議会議員の公務災害補償についても、地方公共団体の長をはじめ

一般職までの全ての常勤職における公務災害補償を地方公共団体に代わって行っ

ている地方公務員災害補償基金において実施することとし、その充実を図ること。 
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第２ 大規模災害からの復旧・復興、原子力発電所事故への

対応、防災・減災対策の強化 

 

近年、大規模な地震や記録的な豪雨・大型台風等によって甚大な被害が発生しており、

住民生活や経済活動に深刻な影響を及ぼしているが、これまで経験した自然災害の教訓

を踏まえ、将来想定される大規模災害に備えた対策を強化しなければならない。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 東日本大震災からの復興 

⑴ 被災町村が、復旧・復興事業を遅滞せずに着実に実施できるよう、被災地の実

情や意見を踏まえながら、新たな基本方針に基づき、復旧・復興が完了するまで

の間、万全の財政措置を講じること。 

⑵ 被災自治体に対する人的支援等が中長期にわたり円滑に行えるよう、派遣元・

派遣先自治体に対する財政支援を継続すること。 

特に、専門知識を有する技術系職員の派遣について、関係機関による支援を強

化すること。 

⑶ 復興特別所得税の税率引き下げ及び課税期間の延長に当たっては、復興事業の

着実な実施に影響が生じないよう、十分留意すること。 

⑷ 地震、津波等により生活基盤を失い、厳しい環境で生活再建に取り組んでいる

被災者に対し、保健・医療・福祉、教育など生活全般にわたるきめ細かい支援を

機動的に実施すること。 

⑸ 被災者の心身のケアや孤立防止、生きがいづくりなど「心の復興」の取組に万

全の措置を講じること。 

⑹ 農林水産業の復旧・復興が一日も早く実現できるよう、農業・農村の復興マス

タープラン及び水産基本計画に基づく施策を着実に実施すること。 

⑺ 震災・風評被害を受けた商工業や観光業等に対しては、税財政支援や金融支援

等、各支援策を拡充・強化すること。 

 

２ 原子力発電所事故への対応 

⑴ 「第３期復興・創生期間」においても、原子力災害からの復興・再生が実現す

るまで、引き続き、深刻化・複雑化する課題等に対し、現場の実情に応じてきめ
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細やかに対応するとともに、国が前面に立ち最後まで責任をもってふくしまの復

興に取り組むこと。 

また、地元の声を丁寧に聞きながら復興需要を把握し、切れ目なく安心感をも

って中長期的に復興を進めることができるよう、復興特別会計等による予算措置

を継続し、必要となる十分な財源と枠組み、税制特例をはじめとした復興を支え

る制度を確保すること。 

⑵ 福島第一原子力発電所及び福島第⼆原子力発電所の廃炉に向けた取組につい

ては、安全かつ着実に進めること。  

⑶ 福島第一原子力発電所の廃炉に当たっては、安全を最優先として、中長期ロー

ドマップ等に基づき、世界の英知を結集し、国が前面に立ち、総力を挙げて取り

組み、確実に結果を出すこと。 

特に、使用済燃料や燃料デブリの取り出しなどリスクの高い作業に向け、現場

におけるリスク管理を徹底させ、周辺環境に影響を与えることのないようにする

とともに、引き続き中長期ロードマップの目標達成や進捗管理に取り組むこと。 

なお、現行ロードマップでは、燃料デブリの本格的取り出し方法やその後の一

時保管、福島県外処分の在り方などのプロセスが明確化されていないことから、

これらのプロセスを具体化し、精緻なロードマップを作り上げ、廃炉作業を着実

に進めること。 

⑷ ALPS処理水の海洋放出は、廃炉が完了するまでの長期にわたることから、希

釈放出設備の適切な維持管理による安全性の向上やトラブルの未然防止に取り

組むことに加え、処理過程の透明性を確保した上で確実に実施するとともに、地

元関係者等の立会いによる環境モニタリングの実施など、客観性、透明性及び信

頼性の高い安全対策を講じること。また、設備や環境モニタリングの値などに異

常が確認された場合には、迅速かつ確実に放出を停止するとともに、正確で分か

りやすい情報発信を行うこと。 

また、IAEA等の国際機関と連携の下、第三者による監視と透明性を確保すると

ともに、科学的事実に基づく積極的な情報を発信するなど、国内外の理解醸成に

向け、不断の取組を行うこと。 

処理水の海洋放出による新たな風評への懸念や生業継続への不安など様々な

意見があることから、農林水産業や観光業をはじめ、幅広い業種に対する万全な

風評対策に責任をもって取り組むとともに、対策の効果などを確認し、支援内容

の見直しや追加対策を柔軟に講じること。特に、水産業については安心して生業

を継続し、次世代へ確実につないでいけるよう必要な対策の強化に取り組むこと。 

なお、対策を講じても風評被害が発生した場合は、一律に賠償期間や地域、業
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種を限定することなく、国が最後まで責任を持ち、迅速かつ確実な賠償を東京電

力に行わせること。 

さらに、処理水の元となる汚染水の発生量をこれまで以上に抑制させるととも

に、トリチウム分離技術の確立に向け、世界の英知を集結させ、総力を挙げて取

り組むこと。 

⑸ 避難指示を受けた住民全てが将来に希望を持てるよう、帰還者への十分な生活

再建支援とともに、帰還に向けた環境整備を更に促進すること。特に、生活拠点

の整備等に活用できる福島再生加速化交付金については十分な予算を確保する

ともに、復興の進捗に伴って生じる新たな課題等に対応できるよう、制度を拡充

するなど、柔軟で使いやすい仕組みとすること。 

また、保健医療福祉を担う人材不足が依然として深刻であるため、医師・看護

職員、介護職員等の人材確保に向けた支援を強化すること。 

⑹ 避難指示が解除された市町村への移住・定住の促進や交流・関係人口の拡大に向

けた予算を十分に確保するとともに、魅力あるまちづくりに対して支援を行うこと。 

⑺ 特定復興再生拠点区域の機能強化を促進させるため、復興拠点施設の整備に対

する継続した支援や農地の荒廃抑制及び再生のための支援を十分な財源措置を

含め充実を図ること。 

⑻ 特定帰還居住区域について、避難が長期化したことによる住民の個別事情や地

元自治体の意向を十分考慮しながら、早期の避難指示解除に向けた除染等の確実

な実施に加え、インフラ整備や営農再開に向けた取組等をきめ細やかに支援し、帰

還意向のある全ての住民が一日も早く帰還できるよう責任をもって取り組むこと。 

また、帰還希望者の半数以上が営農を希望している実情を踏まえ、特定帰還居

住区域外の農地も区域に含めるとともに、営農に必要な施設を併せて面的に除染

を行うなど、市町村や農家の意向に応じて柔軟に対応すること。 

⑼ 特定復興再生拠点区域及び特定帰還居住区域の両区域外の残された土地や家

屋の取扱いなどについて、地元町村と真摯に協議を重ね、その意向を十分に踏ま

えながら方針を示し、全ての帰還困難区域の避難指示解除に向け、最後まで責任

を持って取り組むこと。 

⑽ 帰還困難区域や避難指示解除区域における防犯・防火体制を強化すること。 

⑾ 復興や住民帰還が妨げられることのないよう、引き続き野生鳥獣の捕獲に取り

組むとともに、深刻・広域化する農作物被害を防止するため、侵入防止柵の整備

や捕獲活動の強化など、抜本的な鳥獣被害対策を講じること。 

⑿ フォローアップ除染の実施など除染後の線量実態に応じた必要な措置を確実

に実施するとともに、必要な経費は国が確実に負担すること。 
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  また、間伐等の森林整備と放射性物質対策の一体的な実施、農業用ため池の放

射性物質モニタリングを継続するとともに、放射性物質対策や再対策のために十

分な予算を確保すること。 

⒀ 「中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る実施計画」に基づき、除去土壌等

の搬入を着実に進めるとともに、特定廃棄物埋立処分事業により処分される廃棄

物を含め、国が責任を持って全ての放射性廃棄物を安全に管理・貯蔵すること。 

また、中間貯蔵施設に搬入された復興再生土の再生利用に当たっては、原子力

政策を推進してきた国の責任において、その安全性・必要性に対する全国民的な

理解醸成を図るとともに、全省庁が連携して実用途の創出を進めること。 

さらに、2045年3月までに福島県外で最終処分を完了できるよう、候補地選定後の

最終処分場の用地取得、建設、運搬等について、具体的なプロセスやスケジュール

等を速やかに明示し取組を加速させること。 

⒁ 被災者の高齢者やこども等に対する見守り・相談、交流機会の提供、心のケア

等の取組の支援を強化するとともに、被災者支援総合交付金については、被災者

に寄り添った柔軟な運用を行うとともに長期かつ十分な予算を確保すること。 

⒂ 原発事故に伴う健康被害に対して、国が責任を持って万全の対策を講じること。 

また、子ども・被災者支援法に基づき、被災者の生活を守り支えるための被災

者生活支援等の施策を着実に推進すること。 

⒃ 風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略に基づき、国内外に対する正確

な情報発信を強化するとともに、根強い風評を払拭するためには、福島県産品等

販路の回復・開拓や、インバウンドを含めた観光誘客の促進、教育旅行の回復に

向けた継続的な取組が重要であることから、市町村等が行う取組への財政支援に

ついて、十分な財源を継続的に確保すること。 

また、事業者が風評対策の取組を行う場合に活用できる課税の特例措置を延長

すること。 

⒄ 我が国の食品等の基準値や出荷制限等について、これまで蓄積されたデータや

知見に基づく科学的な観点から消費者保護を大前提としつつ、規制の妥当性を検

証し、その結果を踏まえて見直し等必要な対策を行うこと。 

⒅ 全国の児童生徒及び国民が放射線や福島県の実情を正しく理解することがで

きるよう、福島特措法に基づき、教育委員会や学校が行う取組への支援を行うと

ともに、いじめや風評、差別等を防止する教育を推進すること。 

⒆ 自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金について、十分な予算の確保を図ると

ともに、市町村の意見や地域の実情を踏まえた制度運用を行うこと。 

⒇ 福島イノベーション・コースト構想を一層推進し、震災・原発事故により甚大



18 

な被害を受けた地域における産業の集積と交流人口の拡大、人材の育成を図ると

ともに、本構想により生み出される成果を我が国全体に波及させること。 

また、本構想を更に推進するため、福島国際研究教育機構が、世界に冠たる創

造的中核拠点として、地域と連携し、世界最先端の研究開発や産業の集積、人材

育成等の機能を最大限に発揮できるよう、長期的な枠組みで十分な予算を確保す

るとともに、長期・安定的な運営に向け、総合的かつ安定的な支援を行うこと。 

さらに、施設整備に当たっては、市町村等のまちづくりと緊密に連携するとと

もに、国際研究産業都市の形成に向け、研究者が安心して生活できる生活環境の

整備に取り組むこと。 

(21) 原子力災害の影響等により、いまだ住民の帰還が進んでいない状況にある被災

市町村の令和８年度以降の普通交付税の算定に当たっては、普通交付税算定の特

例措置を継続すること。 

(22) 原発事故により生じた直接被害や風評被害、地方公共団体が事故に起因して負

担した行政費用等について、迅速かつ確実に賠償させること。 

 

３ 令和６年能登半島地震及び大雨災害からの復旧・復興 

⑴ 被災地域の状況に応じ、生活再建に必要な支援を引き続き行うこと。 

⑵ 被災地における医療・福祉・介護従事者の確保に係る支援とともに、高齢者、

障がい者、子ども、妊産婦等の被災者に対する心のケアに万全を期すること。 

⑶ 住宅再建が必要な全ての被災者に対し、災害公営住宅の早期建設及び仮設住宅

の入居期間の延長対応のほか、恒久的住まいの確保に向け、全面的な支援を行う

こと。また、災害公営住宅の建設に当たっては、集落単位での建設や見守り・相

談事業の継続など、被災住民の孤立を防ぐよう特段の配慮を行うこと。 

⑷ 公費による家屋解体への技術的支援や人的支援を行い、被災者の生活再建の加

速化について、十分な支援を行うこと。 

⑸ 地域経済を支える中小・小規模事業者、農林水産業、伝統産業における雇用の

維持や事業継続へ向けて、十分な支援を行うこと。 

⑹ 観光拠点や観光資源の再生に向けて、観光地の復旧計画の策定、まちづくり、

復興後の誘客などの取組みについて、十分な支援を行うこと。 

⑺ 膨大な災害廃棄物が発生しているため、被災町村が実施する災害等廃棄物処理

事業について、予算を確保するとともに、仮置き場やごみ焼却施設、最終処分場

の確保、広域処理体制の整備等、万全の支援を講じること。 

⑻ 被災者の避難生活や今後の復旧に当たっては、電気・ガス・上下水道や通信環

境、鉄道や空港等の交通インフラ、地域コミュニティ施設は必要不可欠であるこ

とから、一刻も早い復旧と機能強化に向けた最大限の支援を行うこと。 
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また、大きな被害を受けた道路・河川・橋梁・港湾・海岸護岸等の公共土木施

設、農林水産業施設、学校教育施設、医療福祉施設等の早期復旧と財政措置を含

めた万全の支援を講じること。 

⑼ 地盤の側方流動により宅地等の境界がずれた地域において新たな境界を確定

させる際、現行制度では土地所有者に多大な負担が生じることを踏まえ、国が代

わって登記を行うなどの措置を講じること。 

⑽ 被災町村が実施する宅地と一体で行う液状化対策、宅地の耐震化の促進につい

て、十分な支援を行うこと。 

⑾ 地盤沈下によって沿岸部では高潮被害、内水氾濫が発生しやすい状況となって

いるため、十分な対策を講じること。 

⑿ 復興に向けたまちづくり構想・計画の策定に対する支援を行うとともに、被災

地のニーズに応じ、復旧・復興事業を行うための応援職員について、中長期的な

派遣を行うこと。 

⒀ 被災町村の復旧・復興を加速するため、補助制度の創設・拡充や地方負担に対

する十分な交付税措置などの財政支援を講じること。 

⒁ 災害ボランティア活動に対する支援の拡充および被災地ニーズに合わせた支

援体制の構築と宿泊所等の拠点整備を図ること。 

⒂ 原子力発電所の震災等自然災害や事故等の損傷被害について、周辺市町村に対

し正確かつ迅速な情報提供を行うこと。   

また、原子力防災・避難計画の想定規模および避難方法・避難ルートを抜本的

に見直し、国県道等の広域避難経路の徹底した強靭化を図ること。 

 

４ 頻発化・激甚化する自然災害からの復旧・復興 

⑴ 近年、気象の急激な変化に伴う自然災害の頻発化・激甚化の傾向が顕著であり、

集中豪雨、大規模な土砂災害、浸水被害等により、ライフラインやインフラに大

きな被害が生じている。 

こうしたことを踏まえ、被災町村が、道路、河川、砂防等の災害復旧事業及び

被災者の生活再建、地域産業の再生等の復興対策に着実に取り組むことができる

よう、十分な財政措置を講じること。 

⑵  光ファイバ等の情報通信基盤の災害復旧事業について、デジタル社会を支える

重要性を踏まえ、道路等の公共インフラの復旧と同様の財政支援を行うこと。 

⑶ 激甚災害の指定、住宅の被害認定の各基準について、近年発生した災害の実情

に応じ真に被災者に寄り添ったものとするため必要な見直しを行うこと。  
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５ 防災・減災対策の強化 

⑴ 災害対策基本法、大規模災害復興法、強くしなやかな国民生活の実現を図るた

めの防災・減災等に資する国土強靱化基本法、南海トラフ法、首都直下地震対策

特別措置法、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法、活火山法等が円滑に運用できるよう、町村に対し、技術的・財

政的支援を行うこと。 

⑵ 地震、火山噴火、台風、集中豪雨等による被害を防止・軽減するため、ハード・

ソフト両面にわたる災害対策を強化するとともに、国民の生命・財産を守るため

の防災・安全交付金に十分な予算を確保すること。 

⑶ 国土強靭化実施中期計画に基づく取組が町村において着実に実施できるよう、

必要な予算を安定的・継続的に確保すること。 

⑷ 令和７年度末に期限を迎える緊急防災・減災事業及び緊急自然災害防止対策事

業について、事業期間を延長し、対象事業を拡充するとともに、引き続き十分な

財源を確保すること。 

また、緊急浚渫推進事業についても同様に、対象事業を拡充するとともに、引

き続き十分な財源を確保すること。 

⑸ 頻発化・激甚化する台風や集中豪雨等の災害に備え、海岸事業、急傾斜地崩壊

対策事業をはじめとした土砂災害防止事業及び治山治水事業を推進すること。特

に、近年の豪雨災害を踏まえ、流域治水の考え方に基づき、堤防強化対策等への

財政支援を拡充すること。 

⑹ 災害時において中枢的役割を担う役場庁舎や避難所として使用される体育館

等における耐震化、空調設備の設置及び非常用電源の整備等に対する財政支援を

強化すること。 

⑺ 町村では、技術系職員の不足により、老朽化したインフラの点検・改修等に支

障が生じる懸念があるため、国や都道府県による人的支援や民間事業者の活用に

対する支援等を強化すること。 

⑻ 地震・津波・火山噴火等を含む各種災害について、観測・監視及び予報体制を

強化するとともに、町村への情報受伝達体制の充実を図ること。 

⑼ 台風等の災害による停電対策に万全を期すこと。 

また、停電発生時においては、被害状況及び復旧の見通しについて、迅速かつ

的確に情報発信を行うこと。 

⑽ 被災者生活再建支援制度について、支給額の増額や適用条件の緩和など、更な

る充実を検討すること。 
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⑾ 大規模災害時に生じる膨大な災害廃棄物について、広域的な処理体制を確立す

るとともに、処理を行った被災町村に財政的負担が生じないよう支援策を講じる

こと。 

⑿ 地方において主体的、計画的に事前復興に取り組むことができるよう財政支援

を講じること。 

⒀ 災害対応の迅速化を図るため、新総合防災情報システムの利用普及に向けた広

報活動を強化すること。 

⒁ 災害発生時における自衛隊による空港離発着の円滑化を図ること。 

⒂ 創設が予定されている防災庁については、人材及び財政力に乏しい町村や条件

不利地域を念頭に、災害発生の場所や規模を問わず国による十分な救助救援体制

を担保するため、必要な権限及び人員を備えた組織となるよう検討すること。 
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第３ 地方創生の切れ目ない推進 

 

人口減少・少子高齢化という大きな課題に対応するため、地方創生を更に深化させ、

都市から地方への新たな人の流れ等を積極的に推進していく必要がある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 東京一極集中による地方の人口減少が国のあり方に関する重大問題であること

について、国民に対し丁寧かつ積極的に情報提供を行うこと。特に中高生をはじめ

とした若年層に対しては、SNS等も活用し、きめ細かな情報発信を図ること。 

 

２ 地方行財政基盤の持続性を確保・強化を通じて地域における賃金と物価の好循環

を実現し、地方創生の前提となる住民生活の安定を確保すること。 

 

３ 人口減少の克服と地方創生のため、町村が自主性・独自性を発揮し、様々な施策

を着実に進めることができるよう、地方財政計画に計上する地方創生関係事業費を

大幅に拡充すること。 

また、算定に当たっては、条件不利地域や財政力の脆弱な町村について考慮する

こと。 

 

４ 地方創生2.0基本構想及び新たに策定される総合戦略に基づき、若者や女性にも選

ばれる地方の実現を目指し、関係人口の増大、⼆地域居住の推進に資する取組を強

化するとともに、倍増された地方創生交付金については制度の拡充や取扱いの弾力

化などを通じて自由度を高め、産官学金労言との連携や地域の実情を踏まえた支援

を実施すること。 

 

５ 2027年度に地方と東京圏との転入・転出を均衡させるという目標の達成に向け、

「移住・起業支援金制度」の周知・広報等の充実を図りつつ、国と地方が連携し、

地方への移住を促進すること。 

 

６ 地方拠点強化税制については、適用期限を延長するとともに、支援対象や雇用促

進税制の税額控除等の拡充を図ること。 

 



23 

７ 若者を中心としたUJIターン対策の強化、副業・兼業を含めた多様な働き方の推進、

テレワークやワーケーションの促進、サテライトオフィス等の開設、国民の関心を惹

きつける効果的・戦略的な情報発信等の取組に対して、十分な支援を行うこと。 

 

８ 地方創生に積極的に取り組む小規模町村に対し、国家公務員等の人材を派遣する

地方創生人材支援制度及び地方創生伴走支援制度については、希望する町村に適切

な人材が派遣されるよう、必要な人材を確保すること。 

 

９ 地方移住やリモートワーク等を推進するため、市街化調整区域制度をはじめとす

る土地利用制度の見直し・柔軟化を図ること。 

 

10 ふるさと住民登録制度の創設に当たっては、登録促進に向けた情報発信や登録者

に供する行政サービス等に要する自治体経費に十分な財政措置を講じるとともに、

町村が制度を積極的に活用できるよう、きめ細かい支援策を設けること。 

 

11 高校無償化の実施に当たっては、公立高校離れや都市部と地方部の地域間格差の

拡大などによって、町村における若年層の更なる人口流出につながることのないよう、

公立高校への支援の拡充等を図ること。 
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第４ 参議院選挙における合区の解消 

 

令和７年７月20日に実施された合区による四度目の参議院通常選挙では、鳥取県及

び島根県の投票率は前回を上回ったものの、合区制度の導入前と比べると低い水準の

ままとなり、徳島・高知選挙区に関しては、徳島県の投票率が３回連続で全国最低を

記録するなど、合区を起因とした弊害が常態化しており、深刻度が増している。 

我が国では、国と地方が団結して、地方創生に取り組んでいるところであるが、地

方の活性化を図るためには、当事者である地方の意見を国政に反映させるための仕組

みが必要である。 

よって、地域の代表が国政に参加できるよう、早急に合区を解消し、都道府県ごと

に議員を選出できる選挙制度を確立することを強く要望する。 
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第５ 分権型社会の実現と道州制導入反対 
 

国から地方への事務・権限の移譲等については、提案募集を踏まえた累次の地方分

権一括法により着実に進展しているが、真の分権型社会の実現に向け、更なる施策の

推進が必要となる。 

一方、道州制が導入された場合、多くの町村は事実上の強制合併を余儀なくされ、

住民自治が衰退してしまうことは明らかである。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 地方分権改革の推進 

⑴ 国と地方の役割分担の見直しに当たっては、町村の意見を十分に踏まえ、一体

的に権限・事務・税財源の移譲を進めること。 

⑵ 義務付け・枠付けの廃止・縮小、「従うべき基準」の参酌基準化及び条例制定権

の拡大を図ること。その際、町村が条例化に向けて検討を行えるよう、適切な情

報提供を行うこと。 

また、国が制度の創設・拡充等を行う際は、地方に一律に求めることは避け、

地方の裁量確保や事務負担に十分配慮するとともに、内容の重複・必要性の低下

が見られる計画や調査・照会の統廃合等の見直しを進めること。 

⑶ 提案募集方式については、積極的に提案を反映すること。 

⑷ 都道府県から市町村への権限移譲については、それぞれの自主性に委ねること。 

⑸ 地方自治法に規定された国の地方公共団体に対する補充的な指示については、

地方自治の本旨に則り、目的達成のために必要最小限度の範囲とすること。併せ

て、現場の実情を適切に踏まえた措置となるよう、権限行使の際には事前に地方

公共団体と協議・調整を行う運用とすること。 
 

２ 道州制の導入反対等 

⑴ 道州制は絶対に導入しないこと。 

⑵ 市町村合併は本来自主的に行うべきものであり、強制しないこと。 

⑶ 広域連携は本来自主的に行うべきものであり、強制しないこと。 

⑷ 圏域行政の法制度化は、周辺市町村の衰退と、いずれ圏域単位の合併に追い込

まれる懸念があるため推進しないこと。 

⑸ 国会議員を選出するための選挙制度の見直しに当たっては、地方の民意が適切

に反映されるものとなるよう、十分留意すること。  
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第６ 町村財政の強化 

 

総じて自主財源に乏しい町村が、創意工夫を凝らして地域づくりを進めるためには、

地方の社会保障財源の安定的確保、税源移譲と偏在性の小さい安定的な地方税体系の

構築を進める一方、大都市への税財源の一極集中を是正し、地方交付税総額と合わせ、

一般財源総額の増額確保・充実が不可欠である。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 地方税等自主財源の強化 

⑴ 地方の歳出規模と地方税収入の大幅な乖離を縮小し、地方が担うべき事務と責

任に見合うよう、国税と地方税の税源配分を見直すこと。 

⑵ 東京への税財源の一極集中を是正すること。 

⑶ 地方税は、地域偏在性の小さい税目構成とすること。 

⑷ 個人住民税については、地域の住民サービスを支える基幹税としての役割や応

益課税としての性格の重要性を踏まえ、新たな税額控除の導入や政策誘導的な控

除の拡大は行わないこと。 

⑸ 個人住民税の基礎控除等の更なる見直しを行う場合には、「地域社会の会費」的

な性格を踏まえるとともに、地方税財源への影響を勘案し、必要な安定財源を確

保すること。 

⑹ 道府県民税利子割による税収を本来あるべき税収帰属地に帰属させるため、地

方団体間における清算制度を導入するなどの是正措置を早急に講じること。 

⑺ 固定資産税については、資産の保有と市町村の行政サービスとの受益の関係に

着目して課税される基幹税であり、制度の根幹を揺るがす見直しは、断じて行わ

ないこと。 

⑻ 地方税に影響を及ぼす国税の特別措置及び地方税の税負担軽減措置等を整理

縮小し、町村税源の確保を図ること。 

特に、固定資産税における非課税措置、課税標準の特例措置の整理合理化を図

ること。 

⑼ 自動車関係諸税の見直しに当たっては、電動車の比重が大きくなる中で、地方

税収の安定的な確保を前提としつつ、地方の移動手段として不可欠な自動車の利

用実態を考慮すること。 
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⑽ ガソリンの暫定税率の廃止については、安定的な行政サービスの提供及び財政

運営を担う地方への影響等を十分に考慮し、財源論なき減税が行われることがな

いよう、地方の減収に対して代替となる恒久財源を措置するなど、国・地方を通

じた安定的な財源を確保することを前提に、将来世代の負担にも十分配慮の上、

責任ある議論を丁寧に進めていくこと。 

⑾ 国有提供施設等所在市町村助成交付金（基地交付金）及び施設等所在市町村調

整交付金（調整交付金）を確保・充実すること。 

⑿ 入湯税は、温泉観光地の所在する町村にとって、環境衛生施設、消防施設等の整

備や観光振興のための貴重な財源となっていることから、現行制度を堅持すること。 

⒀ ゴルフ場利用税は、税収の７割がゴルフ場所在市町村に交付され、道路整備や

環境対策など、同市町村の行政サービスと密接な関係を有し、極めて貴重な財源

となっていることから、本税に代わる恒久的かつ安定的な財源はありえず、現行

制度を堅持すること。  

⒁ 市町村たばこ税は、税源の乏しい町村にとって町村財政を支える貴重な一般財

源であることを踏まえ、使途に制約のない現行制度を堅持し、継続的かつ安定的

な確保を図ること。 

⒂ 電気・ガス供給業等に係る法人事業税の収入金額課税は、受益に応じた負担を

求める外形課税として定着し、地方税収の安定化にも大きく貢献していることか

ら、現行制度を堅持すること。 

⒃ 地方税の手続きのデジタル化に当たっては、町村の意見を十分に踏まえて進める

とともに、地方独自に行う取組を含めて、人的・技術的・財政的支援を講じること。 

 

２ 一般財源総額の増額確保及び地方交付税等の充実強化 

⑴ 令和９年度以降においても町村が予見可能性をもって財政運営を行えるよう、

現行の地方一般財源総額実質同水準ルールを下回らない一定の水準を設けること。 

⑵ 町村における社会保障施策、地方創生、人口減少・少子化対策、地域経済活性

化、デジタル化、脱炭素化等に係る財政需要を地方財政計画に適切に反映すると

ともに、物価高や民間の賃上げ等が進む中、官公需（公共事業や施設管理・行政

サービス等）において求められる価格転嫁、人件費の増加、金利上昇の影響等も

踏まえた上で、町村の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の一般財源総額を

増額確保・充実すること。 

⑶ 所得税基礎控除等の見直しを検討するに当たっては、地方財政に影響を及ぼす

ことのないようにすること。 
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⑷ 消費税・地方消費税は、地方財政にとって重要な役割を担っているため、引き

続き確保すること。 

⑸ 情報システムの標準化に伴う運営経費等の減少額を地方行政のデジタル化や

住民サービスの維持・向上のための経費に振り替えるなど、地方財政計画におい

て適切な措置を講じること。 

⑹ 地方交付税は、地方固有の財源であり、その性格を制度上明確にするため、名

称を「地方共有税」に変更すること。 

また、国の一般会計を経由せず「地方交付税（地方共有税）及び譲与税特別会

計」に繰り入れること。 

⑺ 地方交付税の原資は、地域偏在性の比較的大きな税目構成とすること。 

⑻ 地方交付税の財源保障機能及び財源調整機能に則り、地方財政計画に町村の財

政需要を適切に反映させ、地方交付税の総額を増額確保・充実するとともに、個々

の地方公共団体レベルでの一般財源の増額確保・充実にも留意すること。 

⑼ 極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、地方交付税の法定率の引き上げを含

めた抜本的な改革等により、安定的に交付税総額の確保を図るとともに、臨時財

政対策債について、引き続き発行額の縮減・抑制に努めること。 

⑽ 地方は国を大きく上回る行財政改革を実施する中で、不測の事態による税収減

や災害への対応に備えるとともに、地域の様々な課題に対処するため、基金の積立

を行っているところであり、基金の増加を理由に地方歳出の削減を行わないこと。 

⑾ 人口減少の克服と地方創生のため、町村が自主性・独自性を発揮し、様々な施

策を着実に進めることができるよう、地方創生関係事業費を大幅に拡充すること。 

⑿ 地方創生関係事業費に係る地方交付税の算定に当たっては、条件不利地域や財

政力の脆弱な町村について考慮すること。 

⒀ 地域社会の維持・再生に向けた対応を進めるため、地域社会再生事業費を継続・

拡充すること。 

⒁ 基準財政需要額の算定に当たっては、過疎、離島、豪雪等の条件不利地域の多様な財

政需要を的確に反映するとともに、現下の物価高騰に対しても引き続き配慮すること。 

また、業務改革の取組等の成果の基準財政需要額への反映については、町村の

実情を十分踏まえ、行財政運営に支障を来すことのないようにするとともに、地

方の改革意欲を損ねることのないよう、地方公共団体の行財政改革により生み出

された財源は必ず地方に還元すること。 

⒂ 町村が人口割合に比べて広い面積を有し、国土保全、水源涵養、食料生産、地

球温暖化防止等に重要な役割を果たしていることを考慮し、人口を中心とした配

分基準を是正すること。 
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⒃ 地方公務員の段階的な定年引き上げについては、地域の実情を十分に踏まえ、

弾力的な運用とするとともに、若年層等の雇用機会の確保を含め、新しい制度に

応じた財政措置を講じること。 

⒄ 地域手当については、近隣市町村間で大きな差が生じていることにより、人材

確保に支障が生じていることから、必要な見直しを行うとともに、地方自治体の

人材確保に支障が生じないような制度設計とすること。 

 

３ 地方債の改善充実 

⑴ 防災・減災対策、公共施設の老朽化対策、地域の活性化への取組等を着実に推

進できるよう、地方債資金の所要総額を確保するとともに、長期・低利な公的資

金を安定的に確保すること。 

⑵ 中長期的な取組が必要となる公共施設等の適正な管理等のため、公共施設等適

正管理推進事業債及び脱炭素化推進事業債の対象事業を拡充するとともに、物価

高に対応できるよう、実態に即した機動的な見直し等を継続的に行うこと。 

⑶ 累積する地方債の元利償還については、将来において町村の財政運営に支障が

生じることのないよう、万全の財源措置を講じること。 

⑷ デジタル活用推進事業債については、町村の取組状況等を踏まえて拡充を図ること。 

 

４ 国庫補助金の運用改善等 

国庫補助金等については、地方の新たな発想や創意工夫を活かせるよう、地域の

実情を踏まえて補助金の自由度を高め、要件の緩和や手続の簡素化を図るとともに、

補助単価等について物価高騰等の実態に即した見直しを行い、必要な予算額を確保

すること。  
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第７ 少子化対策及びこども・子育て政策の推進 

 

若年層の人口流出が著しい町村部では、高齢化の進行とあいまって、少子化が深刻

な問題となっているため、多方面から対策を講じなくてはならない。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 
 

記 
 

１ こども未来戦略に基づく諸政策を強力に推進するとともに、町村における取組に

対し十分な財政支援を行うこと。 

 

２ 子ども・子育て支援金制度については、支援金の目的や使途、負担の在り方等、

国民の理解が十分得られるよう、国の責任において丁寧な周知広報を行うとともに、

制度導入に伴うシステム改修費等の必要な経費について、財政的支援を講じること。 

 

３ 児童手当の拡充をはじめとした国が全国一律で行うべき仕組みは、地方自治体の

財政力に応じてこども・子育て支援施策に地域間格差が生じることのないよう、国

の責任と財源において必要な措置を講じた上で実施すること。 

 

４ 町村が地域の実情に応じサービスを安定的に実施できるよう、こども・子育て支

援新制度の量及び質の充実に向けて、必要な財源を確実に確保すること。 

 

５ 少子化対策の抜本強化に向け、多様な保育サービスの拡充、幼児教育・保育の無

償化の制度充実・改善・対象範囲の拡大、認可外保育施設の質の確保・向上等を図

るとともに、地域少子化対策重点推進交付金の更なる補助率の引上げや運用の弾力

化など、子育て支援の充実を図ること。 

 

６ 保育士の養成・確保、処遇改善等を強化するとともに、配置基準の改善や乳児等

通園支援事業（こども誰でも通園制度）の実施に当たっては、町村によって人材不

足の状況や施設の収容状況等が異なるため、地域の実情を十分に踏まえること。 

 

７ 町村による結婚支援（マッチングや若い世代のライフデザイン等）及び結婚後のス

タートアップ支援（家賃や引っ越し費用等）に対する財政措置を充実・強化すること。 
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８ 学校給食費の無償化については、趣旨・目的を明確にするとともに、学校給食の

質の維持や財源の確保などの課題を十分に踏まえ、全国どこの自治体においても格

差なく取り組める制度設計とし、その内容や工程について、早期に示すこと。 

 

９ 放課後児童クラブについて、国の責任において施設整備や放課後児童支援員の確

保に資する安定的な財源を確保するとともに、処遇改善に係る補助の拡充や補助要

件の緩和など対策の充実・強化を図ること。 

 

10 こどもの医療費については、国の制度として無料化を実施すること。 

また、ひとり親家庭の医療費に対する助成については、全国統一的な制度化を図

るなど適切な措置を講じること。 

 

11 児童虐待防止のため、新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン等に基づく市

町村の体制整備に対し、十分な財政措置を講じるとともに、専門人材の養成・確保

の充実を図ること。 

 

12 こどもの貧困対策や自立支援を総合的に推進するため、教育の支援、生活の支援、

保護者に対する就労の支援、経済的支援など、必要な措置を講じること。 

 

13 ヤングケアラーについて、当事者の早期発見につなげるための相談体制の強化、

家事や子育てを支援する体制整備への支援、ひとり親家庭への生活支援の推進など

の対策を講じること。 

 

14 孤独・孤立対策の重点計画に基づく施策を着実に実施するとともに、町村の取組

に対する支援を充実強化すること。 

 

15 不妊治療について、保険適用範囲の拡充も含め、引き続き経済的負担の軽減が図

られるよう、支援制度を充実強化すること。    

また、独自に助成等を行う地方公共団体に対して財政的支援を講じること。 

 

16 こども政策DXの推進に係る具体的な情報を早期に提示し、町村が円滑に実施で

きるよう支援策を講じるとともに、必要な財源を確実に確保すること。また、関係

者の理解が得られるよう丁寧に説明し、過度な負担が生じないようにすること。  
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第８ デジタル社会の実現に向けた施策の推進 

 

町村の大部分は都市部から離れた条件不利地域にあるため、デジタル社会の実現が

強く期待されるところである。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 
 

記 

 

１ デジタル社会構築の推進 

デジタル社会の実現に向けた取組に当たっては、国民や地方公共団体等の関係者

の意見を丁寧に聞きつつ、地方の自主性を尊重すること。 

 

２ 情報システム標準化に伴う費用の全額措置 

⑴ 基幹業務システムの標準準拠システムへの移行を支援するデジタル基盤改革

支援補助金については、特定移行支援システムに係る移行経費や影響を受ける全

てのシステムの改修費等も含め、全額国庫補助により確実に措置すること。 

⑵ 標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費の増加について、国が主体とな

って実態を把握し、経費を抑制するための対策を早急に検討し、必要な措置を講

じること。その上で、現行よりも運用経費が増加する部分については、全額国庫

補助により確実に措置すること。 

 

３ 行政のデジタル化の推進等 

⑴ 自治体DXの推進に当たっては、十分な財政的・人的支援を行うこと。 

⑵ 国の制度改正に伴う情報システムの開発・改修について、町村に超過負担が生

じないよう、国の責任において財源と十分な作業期間を確保すること。 

⑶ 町村においても、今後ますますサイバー攻撃や情報漏洩等に対するセキュリティ

対策が必要となることから、万全の技術的・人的・財政的支援を講じること。 

⑷ マイナンバー制度の運用においては、町村に超過負担が生じないよう国の責任

において万全の措置を講じた上で、制度の安全性や信頼性を国民に丁寧に説明す

るとともに、マイナンバーカード取得率の更なる向上策や、電子証明書更新手続

の増加に備えたシステム安全稼働策を講じること。 

⑸ 戸籍への氏名の振り仮名記載対応について、町村において多くの新たな業務が

発生し、人員確保や事務委託が必要になってくることから、当該事業に係る必要

な経費を国において確実に全額負担すること。  
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第９ 脱炭素社会の実現等に向けた環境保全対策の推進 

 

国際公約に掲げた温室効果ガス削減目標の達成及び2050年カーボンニュートラル

の実現を果たすため、町村の取組を一層推進していくことが求められている。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 脱炭素社会の実現に向けた取組等の推進 

⑴ 地域の特性・実情に応じた省エネルギー対策や再生可能エネルギーの普及など

の取組を支援するため、必要な人的支援や税財政措置を講じること。 

⑵ 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金については、交付要件を緩和するとともに、

所要額を継続的に確保すること。 

⑶ 地域脱炭素化促進事業の認定に必要な手続きを簡素化するなど、町村の負担軽

減を図ること。 

⑷ 「地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネ

ルギー設備等導入推進事業」を令和８年度以降も継続するとともに、予算の大幅

拡充を図ること。 

⑸ 町村においても、太陽光発電設備等の設置、ZEH導入、ZEB化等が促進される

よう、十分な支援策を講じること。 

⑹ 脱炭素化推進事業債について、事業期間の延長を図るとともに、十分な財源を

確保すること。 

 

２ 循環型社会システムの構築 

⑴ 循環型社会形成推進基本計画に基づき、循環型社会形成に関する取組を総合的

に推進すること。 

⑵ 容器包装、プラスチック、家電及び使用済小型電子機器等のリサイクルの推進

に当たっては、分別収集・選別保管を担う町村と事業者・製造者の費用負担の適

正化を図るとともに、町村に対する十分な財政措置を講じること。 

⑶ 廃家電及び自動車等の不法投棄物について、町村が回収した場合の回収費用が、

町村の財政負担とならないようにすること。  
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３ 廃棄物処理対策の充実強化 

⑴ 廃棄物処理施設整備計画に基づき、一般廃棄物処理の３Ｒの推進や廃棄物系バ

イオマスの利活用を図るなど、廃棄物処理施設の計画的な整備を推進するととも

に、財政措置を充実強化すること。 

⑵ 廃棄物処理施設の解体に係る適切な財政措置を講じること。 

⑶ 産業廃棄物処理における、最終処分場の確保に対しては、必要な財源措置を講

じるとともに、周辺地域の環境保全に対して、万全を期すること。 

⑷ 産業廃棄物の不法投棄については、監視体制の充実により、未然に防止するた

めの対策を強化すること。 

⑸ 海岸漂着物等地域対策推進事業については、今後とも継続し、町村の財政負担

が生じないよう、万全の措置を講じること。 

なお、漂着木造船等については、回収・処理に当たる町村の実情を十分に考慮

し、迅速な対応ができるよう、財政支援の早期確定等、弾力的な運用を図ること。  

 

４ 有害化学物質対策等の強化 

生体に悪影響を及ぼすとされる有害化学物質や環境汚染物質の発生を防ぐため、

有害性及び環境リスクを解明し、法規制などの必要な対策を講じること。 

 

  



35 

第10 農業・農村振興対策の強化 

 

農村において、農業就業者数や農地面積が大幅に減少し、生産基盤が脆弱化してい

る中、我が国の食と活力ある農業・農村を次の世代につなぐためには、食料安全保障

の確保、環境と調和のとれた食料システムの確立等が必要である。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 
 

記 
 

１ 食料・農業・農村基本法等に基づく施策の推進 

⑴ 食料・農業・農村基本法に基づく施策を積極的に推進すること。  

⑵ 農業経営基盤強化促進法に基づく地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）

の策定を促進するため、人的・財政的支援を実施すること。 

 

２ 米の需給と価格の安定化をはじめとした米政策の推進 

⑴ 米の需給と価格の安定化に向けた対策を着実に推進すること。 

⑵ 米政策の推進に当たっては、生産者にきめ細かな情報提供を行うこと。 

⑶ 米価の下落等に備え、経営所得安定対策の充実を図るとともに、地域農業再生

協議会への財政支援を拡充すること。 

 

３ 地域農業の担い手の育成・確保等 

⑴ 新規就農者育成総合対策を拡充すること。 

⑵ 地域農業及び畜産業の担い手育成・確保に対する支援を拡充すること。 

⑶ 担い手不足の実態を踏まえ、スマート農業の取組に対する支援を拡充すること。 

⑷ 多様な担い手の確保のため、女性や若者が活躍できる環境の整備を支援すると

ともに、障がい者の社会参画を実現する農福連携を推進すること。 

 

４ 農業の持続的な発展及び農村振興 

⑴ 日本型直接支払制度の事業の実施に当たっては、地域の実態を踏まえ交付単価

の見直しを行うなど、安定的に制度を運営できるよう支援策を拡充するとともに、

必要な財源を確保すること。 

⑵ 農地中間管理機構の町村への業務委託については、業務が過大とならないよう

配慮した上で、町村に実質負担が生じないよう措置するとともに、機構集積協力

金については、国において所要額を確保すること。 
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⑶ 水田活用の直接支払交付金について、所要額を継続的に確保するとともに、地

域の実情を踏まえて柔軟に運用すること。 

⑷ 農業構造転換集中対策期間における施策を一層推進するとともに、必要かつ十

分な予算を確保すること。 

⑸ 農村型地域運営組織（農村RMO）に関する支援の拡充を行うこと。 

⑹ 農泊をはじめとする農村と都市との共生・対流を図る施策を推進すること。 

⑺ 所有者不明の特定農業用ため池について、管理権を取得した町村が適切にため

池の管理・保全等を行うための支援等を講じること。 

⑻ 化学農薬使用量の低減、有機農業の取組面積の拡大等の取組を推進すること。 

⑼ みどり投資促進税制の適用期限を延長すること。 

⑽ 生産者の顔が見える地域の生産活動への支援強化や、食品に対する検査・検疫

体制の強化等を通じ、食の安全・安心に対する消費者の信頼を確保すること。 

⑾ 食育推進基本計画に基づき、地産地消や地域農業活性化を推進すること。 

⑿ 気候変動に伴う高温・干ばつによる農業・畜産業被害が近年深刻化しているこ

とを踏まえ、被害防止策及び農家支援策を充実強化すること。 

⒀ 野生鳥獣による農作物等の被害防止のため抜本的な対策を講じるとともに、鳥

獣被害防止総合対策交付金の所要額を確保すること。 

⒁ ジビエの利活用拡大に向けた取組に対する支援を拡充すること。 

⒂ CFS（豚熱）、高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫等の家畜の伝染性疾病につい

ては、十分な対策を講じるとともに、風評被害対策に万全を期すこと。 

⒃ 原油価格等の高騰を踏まえ、生産資材価格に関する対策の強化を図ること。 

⒄ 畜産・酪農経営安定対策を強化するとともに、畜産クラスター関連事業への支

援拡充、配合飼料価格安定制度の適切な運用を図ること。 

⒅ 農林漁業用Ａ重油・軽油に係る税制特例措置を恒久化すること。 

⒆ eMAFFの利用環境整備のため、町村への技術的支援を強化すること。  

 

５ 国際協定への取組 

⑴ 米国の関税措置への対応に当たっては、農産物の輸出のみならず国内の生産基

盤にも大きな影響を与えることから、米国に対し措置の見直しを強く求めるとと

もに、農林水産業全般に対する影響を分析し事業者へ必要な支援策を講じること。 

⑵ CPTPP協定、日EU・EPA、日米貿易協定等については、国民の理解を深める

取組を継続するとともに、影響を受ける農林漁業者の生産基盤の強化と経営安定

に向けた支援を着実に実施すること。 

⑶ EPA、FTA及びWTO交渉において、我が国の農業に配慮した交渉を行うこと。  
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第11 森林・林業・山村振興対策の強化 

 

我が国の林業は、担い手の減少、外国資本による山林取得等により、森林の有する

自然災害防止、国土保全、水源涵養といった多面的機能の低下が危ぶまれている。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 森林・林業施策の推進 

⑴ 新たな森林・林業基本計画の策定に当たっては、地域の実情を十分に踏まえること。 

⑵ 森林の持続可能性の確保や多面的機能の強化を図るため、森林の保護・育成を

はじめとした町村の取組に対する財政支援を強化すること。 

⑶ 森林経営管理制度の円滑な運用により森林整備が促進されるよう、地域の実情

に合わせた体制整備に資する支援を強化すること。 

 

２ 地域林業の体質強化 

⑴ 林業・木材産業循環成長対策に係る予算の所要額を確保するとともに、国産材

の安定供給と品質向上のための体制を確立すること。 

⑵ 林業経営の所得向上及び山村地域の雇用創出を図るとともに、基幹道路網をは

じめとした関連インフラの整備推進のため十分な支援措置を講じること。 

⑶ 森林環境譲与税については、配分の在り方について検討するとともに、引き続

き取組事例の広報を通じた理解の醸成を積極的に行うこと。 

⑷ 外国資本等による森林買収について、有効な対策を検討すること。 

⑸ 鳥獣被害防止総合対策交付金等の所要額を確保すること。 

⑹ 森林病害虫の防除対策を積極的に実施すること。 

⑺ 「緑の雇用」関連事業の拡充を図るとともに、森林施業プランナーや森林総合

監理士（フォレスター）等の人材育成対策等を強力に推進すること。 

⑻ 花粉症解決に向けた総合対策に基づく取組を推進すること。 

 

３ 国際協定への取組 

⑴ CPTPP協定、日EU・EPA、日米貿易協定等については、国民の理解を深める

取組を継続するとともに、影響を受ける農林漁業者の生産基盤の強化と経営安定

に向けた支援を着実に実施すること。 

⑵ EPA、FTA及びWTO交渉において、我が国の林業に配慮した交渉を行うこと。  



38 

第12 水産業・漁村振興対策の強化 
 

我が国の水産業は、漁業従事者の減少・高齢化による担い手不足、原油価格の高騰、

輸出環境の変化等により、極めて厳しい状況にある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 「水産基本計画」及び「水産政策の改革」の着実な実施 

水産業の健全な発展を図るため、「水産基本計画」及び「水産政策の改革」に基づ

く施策を着実に実施すること。 
 

２ 地域漁業の体質強化 

⑴ 漁業従事者の確保・育成、地域漁業の体質強化を図るため、漁業技術の習得や

経営管理能力の向上、経営基盤強化、６次産業化に関する支援策を拡充すること。 

⑵ 気候変動による海水温上昇、海流の変化等が及ぼす漁業被害の防止策を強化すること。 

⑶ 漁業経営基盤強化金融支援事業等による支援を強化すること。 

⑷ 沿岸漁業改善資金の償還期限を延長すること。 

⑸ 新たな漁港漁場整備長期計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえ

るとともに、漁港・漁場・漁村の整備を着実に実施すること。 

⑹ 栽培漁業、海面養殖業及び内水面漁業・養殖業の振興、赤潮・魚類防疫対策の

強化を図るとともに、新たな増養殖技術の開発等に対する支援を拡充すること。 

⑺ 漁獲証明制度については、水産業者等の負担とならないよう配慮すること。 

⑻ 藻場・干潟等の保全や磯焼け対策等への支援策を充実強化するとともに、有害

生物等による被害軽減対策への支援を強化すること。 

⑼ 外国漁船の違法操業を防止するため、監視・指導・取締体制を一層強化すること。 

⑽ 漁業用燃油・餌料価格に関する対策の拡充・強化を図るとともに、農林漁業用

Ａ重油・軽油に係る税制特例措置を恒久化すること。 

⑾ HACCPやトレーサビリティシステムの導入に対する支援を拡充すること。 

 

３ 国際協定への取組 

⑴ CPTPP協定、日EU・EPA、日米貿易協定等については、国民の理解を深める

取組を継続するとともに、影響を受ける農林漁業者の生産基盤の強化と経営安定

に向けた支援を着実に実施すること。 

⑵ EPA、FTA及びWTO交渉において、我が国の水産業に配慮した交渉を行うこと。  
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第13 地域商工業等振興対策の強化 

 

地域商工業においては、中小企業振興対策の拡充、地域産業の育成及び人材の確保、

中心市街地の活性化、観光施策の推進が課題となっている。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 
 

記 
 

１ 中小企業振興対策の拡充 

⑴ 小規模企業振興基本計画を踏まえ、町村における産地産業の活性化や災害への

対応力強化、担い手の確保・育成等に対する支援を強化すること。 

⑵ 中小企業に対する金融、税制、各種補助事業等を拡充するとともに、今般の最低賃

金の大幅な引上げに対応できるよう、国の責任において十分な支援措置を講じること。 

⑶ 適格請求書等保存方式（インボイス制度）について、免税事業者が不利益を被

らないよう、適切な措置を講じること。 

 

２ 米国の関税措置への対応 

米国の関税措置については、今後も機会を捉えて見直しを粘り強く求めるととも

に、産業全般に対する影響を分析の上、経済の変動の影響を受けやすい中小企業・

小規模事業者等に対する資金繰り支援や適切な価格転嫁の実現に向けた取引適正

化対策等を講じること。 

 

３ 地域産業の育成及び人材の確保 

⑴ 地域経済及び中心市街地の活性化に向けた、地域の産学官金ネットワークの強

化、農商工連携の推進、新たな産業の創出、商店街の振興等の取組に対し、積極

的な支援策を講じること。 

⑵ 伝統的工芸品産業の振興を図るため、技術の承継、意匠の開発を図るとともに、

製作、販売の場の提供などに対して、積極的な支援を行うこと。 

⑶ 生産年齢人口の減少やグローバル化等、地域経済における構造変化の影響を強

く受けている中小企業に対し、人材育成支援策、商業施設整備促進策を積極的に

講じること。 

⑷ 外国人材の受入れについては、「出入国管理及び難民認定法」及び「技能実習法」

に基づく適正な雇用を推進するため、新たな「育成就労」も含め、制度の周知や

相談体制を充実させること。 
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⑸ 「外国人材の受入れ ・共生のための総合的対応策」に基づき、外国人労働者の

人材育成の取組や受入れ企業に対する支援を推進すること。 

⑹ 地方消費者行政強化交付金の期限を延長すること。 

 

４ 観光施策の推進 

⑴ 町村が観光資源の磨き上げなどに積極的に取り組めるよう、必要かつ十分な財

源を確保すること。 

⑵ 訪日外国人等の誘客のため、キャッシュレス決済の普及やWi-Fiの整備等に対

する十分な支援を行うとともに、オーバーツーリズム防止のため有効な対策を講

じること。 

⑶ 町村の特性を活かしたワーケーション、マイクロツーリズム等の新しい旅行形

態が普及・定着するよう、積極的な支援策を講じること。 

⑷ 国際観光旅客税については、DMOを含む地方の観光振興施策に自由度の高い財

源として充当されるよう、税収の一定割合を交付金等により地方に配分すること。 
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第14 地域保健医療の向上 

 

我が国の医療は、医師の不足や偏在の問題などにより、極めて深刻な状況にある。 

また、自治体病院等は、採算性の確保が難しい医療を担っていることなどから、そ

の多くが厳しい財政状況にある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 
 

記 
 

１ 地域保健医療の充実強化 

⑴ 地域間・診療科間の医師偏在等の実態を踏まえた医師確保対策を講じること。 

⑵ 過疎地域等への医師の勤務を義務付ける全国的なシステムを緊急に構築すること。 

⑶ 保健師、助産師、看護師、薬剤師、栄養士等の専門職の養成・確保及び勤務環

境の改善を促進するとともに、地域の偏在について早急に改善策を講じること。 

⑷ 地域医療の中核として重要な役割を果たしている自治体病院等が健全かつ安

定した経営を維持できるよう、物価高や賃上げの影響も考慮の上、適切な財政措

置を講じるとともに、安易な病床削減や病院統廃合を誘導しないこと。 

⑸ 医師の働き方改革については、医師不足による救急医療の縮小等を招くことが

ないよう慎重に取り組むこと。 

⑹ 地域医療介護総合確保基金については、地域の実情に応じた基盤整備ができる

よう、必要な財源を確保するとともに、町村に十分配慮した配分とすること。 

⑺ 周産期医療及び小児救急医療をはじめとする救急医療体制の体系的な整備を

推進するとともに、十分な財政支援を講じること。 

⑻ へき地における医療施設の整備、医療従業者の確保、ICTの活用等、総合的な

へき地保健医療対策を一層推進すること。 

⑼ 医療DXの推進については、全国医療情報プラットフォームの構築等に係る具体的

な情報を早期に示すとともに、自治体や医療機関に対し必要な支援策を講じること。 

 

２ 感染症対策の推進 

⑴ 新型インフルエンザ等対策特別措置法における市町村行動計画に基づき市町

村が行う措置等に対して、十分な支援策を講じること。 

⑵ 有効性及び安全性が確認されたワクチンについて、財源措置を講じた上で、早

急に予防接種法における定期接種の対象とすること。 
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第15 医療保険制度の改善 

 

国民健康保険制度は、被保険者の年齢構成が高いといった構造的な課題を抱えてい

るため、安定的な財政運営が確保されなければならない。 

また、高齢者医療制度についても、持続的かつ安定的な運営の確保が必要である。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 
 

記 
 

１ 医療保険制度の一本化 

医療保険制度の一本化を早期に実現すること。 

 

２ 国民健康保険制度の安定的な運営 

⑴ 高額薬剤の保険適用、医療技術の進展による高額医療費の増加、物価高や賃上

げ等の社会情勢に伴う医療費の増嵩、加入者の動向等を踏まえ、各自治体の実情

に応じて十分な財政支援を講じること。 

⑵ 被用者保険の適用範囲拡大を検討するに当たっては、国民健康保険の財政や保

険者機能に与える影響を十分考慮すること。 

⑶ 都道府県と市町村の役割分担や各種制度の見直し等により、システムの更改等

が必要となる場合には、そのための経費について、国の責任で全額措置するとと

もに、十分な準備期間を確保すること。 

また、国保総合システムの開発や保守・運用費用については、市町村等保険者

に追加的な財政負担が生じることのないよう、国の責任において必要な財政措置

を講じること。 

⑷ 普通調整交付金は、引き続き堅持すること。 

⑸ 診療報酬体系及び薬価基準を見直し、医療費の適正化を図ること。 

⑹ こどもに係る均等割保険料（税）を軽減するための支援制度については、国の負

担割合を引き上げるとともに、対象年齢の拡大など、更なる支援策を講じること。 

⑺ 高額医療費負担金について、保険料（税）の引上げにつながる制度見直しは行

わないこと。 

⑻ 生活保護受給者に対する医療の給付については、今後とも国の責任において行

うこと。 

⑼ 子ども・子育て支援金の徴収・納付については、町村において新たに発生する

事務及びシステム改修等に対し、十分な財政支援を行うこと。 
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３ 高齢者医療制度の安定的な運営 

高齢者医療制度については、財政基盤の強化、運営責任の明確化などのため、国

が主体となって運営すべきであるが、後期高齢者医療制度は定着していることから、

当面は現行の枠組みを維持し、必要な改善を加えながら、安定的な運営の確保に努

めること。 

また、制度の必要な見直しを行う場合には、地方と十分協議を行うこと。 
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第16 介護保険制度の充実 

 

介護保険制度においては、高齢化の進展によって、サービス受給者数及び総費用の

増加に加え、介護人材の確保が大きな課題となっている。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 介護保険財政の強化 

⑴ 調整交付金は、保険者の責めによらない要因による第１号保険料の水準格差の

調整という重要な機能を果たすものであるため、引き続き堅持するとともに、国

庫負担の外枠として措置すること。 

⑵ 財政安定化基金に係る財源は町村の負担としないこと。 

⑶ 医療療養病床から介護医療院への移行による介護保険料への影響を軽減するため、

適切な財政措置を講じること。 

⑷ 介護報酬の算定基準について、各種サービスの実態や地域性を十分踏まえ、適

切な見直しを行うこと。 

⑸ 地域医療介護総合確保基金については、地域の実情に応じた基盤整備ができる

よう、必要な財源を確保するとともに、町村に十分配慮した配分とすること。 

⑹ 保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の前提となる

指標を用いた取組の評価については、地域によって不公平が生じることのないよ

うにするとともに、保険者の制度運営に支障を来さないようにすること。 

また、財源に調整交付金等の介護保険財源を活用しないこと。 

 

２ 介護人材の確保及び事業者の支援 

⑴ 介護サービスが適切に実施できるよう、介護従事者の養成・確保、処遇の改善、

研修の実施等について、必要な財政措置を講じること。 

⑵ 介護予防・日常生活支援総合事業を円滑に実施するため、町村の実情を踏まえ、

十分な財政措置を講じるとともに、人材や受け皿の確保、生活支援サービス等を

担うNPOやボランティア等の参入促進のための支援策を充実すること。 

⑶ 中山間地域や離島等においてもサービス提供事業者等による介護サービスが

適切に提供できるよう、新たな支援策を講じること。  
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第17 高齢者福祉、障がい者福祉の推進 

 

高齢者や障がいのある人も普通に暮らし、地域の一員として共に生きる社会を実現

するため、高齢者や障がい者の福祉施策を推進していかなければならない。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 高齢者福祉の推進 

⑴ 認知症基本法に基づく施策を推進するとともに、認知症施策推進計画に基づく

町村の取組に対して十分な財政措置を講じること。 

⑵ 働く意欲のある高齢者が多様な就業の機会を確保できるよう、雇用対策を充実

させること。 

 

２ 障がい者福祉の推進 

⑴ 障害者総合支援法に基づく事業を実施主体である市町村が安定的に運営でき

るよう、地域の実情を十分踏まえ、必要な財源を確保すること。 

⑵ 障がい者（児）施設の整備促進を図るとともに、各種公共施設及び公共交通機

関のバリアフリー化に係る適切な措置を講じること。 

⑶ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律に基づき、医療的ケア児

及びその家族に対する支援策を総合的に推進するとともに、地方公共団体の取組

に対して、十分な財政措置を講じること。 

⑷ 町村において、障害者雇用促進法に基づく障がい者雇用が円滑に進められるよ

う、適切な支援措置を講じること。 
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第18 教育・文化の振興 

 

将来を担うこどもや青少年の育成を目指して、創造的で豊かな心を育てる教育の実現

を期するとともに、国民の生涯にわたる教育、文化等の振興・充実を図る必要がある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 
 

１ 義務教育の充実改善 

⑴ 地域の実情に応じ、創意・工夫を凝らした教育を行うため、教職員の人材確保

等において地域間格差が生じることのないよう十分に配慮すること。 

⑵ 加配定数を含む教職員定数の在り方を見直して機械的に削減することは、強制

的な学校の統廃合につながることから、決して行わないこと。 

⑶ 地域の実情に応じた指導を行うため、少人数教育を推進し、複式学級を含む学

級編制及び教職員定数の標準を見直すとともに、必要な財政措置を講じること。 

⑷ 小・中学校の普通学級に在籍する障がいのある児童・生徒に対する教職員、支

援員等の配置や施設整備について、十分な財政措置を講じること。 

⑸ ICT環境整備費に対する財政措置を継続・拡充するとともに、学習用ソフトウェア

を含めた１人１台端末等の維持・更新に対し、十分な財政措置を講じること。 

また、ICT支援員の配置水準を引き上げるとともに、十分な支援策を講じること。 

⑹ デジタル社会に対応した人材を育成するため、学校におけるデジタル教育の充

実を推進すること。 

⑺ 教職員が日々の生活を豊かにすることで、より効果的な教育活動を行うことが

できるよう、教職員の働き方改革及び処遇改善を推進すること。 

⑻ 部活動の地域展開等については、地域の実情を十分に踏まえ、地域連携も選択

可能とするとともに、経費負担の在り方や指導者及び受け皿などの課題に対する

明確な方針を示すこと。 

また、地域格差が生じることのないよう、十分かつ継続的な財政支援を行うこと。 

⑼ 児童生徒の安全・安心を確保するため、通学路における事故防止対策の推進、

小・中学校内の警備・警戒体制の強化、教職員の服務規律の徹底等を図るととも

に、必要な財政措置を講じること。 

⑽ 学校施設における老朽化対策、防災機能強化、空調設備整備、トイレ改修、給

食施設整備等に対し、十分な財政措置を講じること。 
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⑾ いじめ、暴力行為や不登校などの児童生徒の問題が憂慮すべき状況にあること

から、スクールカウンセラーの配置拡充、フリースクールとの連携等、適切な措

置を講じること。 

⑿ 学校給食における地場産物の活用や米飯給食の充実など、学校における食育の

推進を図ること。 

⒀ へき地学校の通学条件の改善のため、遠距離通学費及びスクールバス・ボート

等購入費に対して、必要な財政措置を講じること。 

 

２ 公立社会教育施設の長寿命化、機能向上等 

老朽化した公立社会教育施設の安全の確保、長寿命化のための施設改修や建替・

新設、各種装置の高度化、施設の多機能化、省エネルギー化・バリアフリー化等の

機能向上に対して、必要な財政措置を講じること。 

 

３ 文化財保護の充実等 

文化財の保存・活用等に係る取組を推進するとともに、市町村が行う文化財保護・

保存措置に要する経費に対し、十分な財政措置を講じること。 

また、地域の誇りである伝統芸能等を次世代へ継承するため、「担い手」「支え手」

の育成に対する支援を拡充すること。 
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第19 国土政策の推進 
 

国土の総合的かつ体系的な利用、開発および保全のため、社会資本の総合的な整備

を図るとともに、地域交通の再生・活性化等に努める必要がある。 

また、国土政策に深く関わるエネルギー政策の面では、不確実性が増す世界情勢を

受け、需給と価格に大きな影響が生じている。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 国土形成計画の推進 

国土形成計画（全国計画）に基づき、各分野にわたる諸施策を積極的に展開する

とともに、町村の取組を支援すること。 

 

２ 社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金の財源確保等 

社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、全国的に道路・橋梁・

トンネル等の老朽化が進行していることを踏まえ、更新を含めた建設、改築が確実

に実施できるよう、長期安定的に必要な財源を確保すること。 

また、重点配分の決定に際しては、町村の意見を十分反映すること。 

 

３ エネルギー対策の推進 

⑴ 国際情勢の変化や気候変動への対応を念頭に、安定的なエネルギー需給構造を

確立すること。 

⑵ 電気、ガス、上下水道等のライフライン施設や基幹となる交通・通信施設等の

災害に対する安全性・信頼性を強化すること。 

⑶ 再生可能エネルギーの導入拡大に向け、積極的な支援や財政措置を講じること。 

⑷ 住民生活や企業活動に影響を及ぼすことのないよう、電力の安定供給に努める

とともに、安易に電気料金の引き上げを行わないこと。 

⑸ 原発の安全規制体制に対する信頼性を回復するため、国による検査・監督を実

施・強化するとともに、地元町村への迅速な情報提供を徹底すること。 

⑹ 原発の再稼働に当たっては、新規制基準の下、未曽有の自然災害等を想定した

検証を徹底的に行うとともに、地元町村や住民の十分な理解を得ること。 
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⑺ エネルギー施設の立地地域に対して、電源立地地域対策交付金をはじめとする

財政措置を充実強化すること。 

⑻ 将来の人口構造等を見据えたエネルギーの自立分散化、グリーンインフラの整

備、スマートムーブの普及など、利便性の向上やエネルギーの効率化に向けた取

組を推進すること。 

 

４ 水資源対策の推進 

⑴ 水源地域対策特別措置法成立前の既設ダムを有している町村を含め、ダム所在

町村に対するきめ細かな財政措置を講じるとともに、水道の安全性を確保する観

点から、水源地域と上下流に渡る河川における廃棄物の不法投棄及び有害物質の

排出抑制のための監視・指導を行う枠組みの策定等を早急に構築すること。 

⑵ 水資源政策の推進に当たっては、各水系の新たな水資源開発基本計画（フルプ

ラン）の策定を含め、大規模災害や異常渇水をはじめとする様々な危機時におい

て、必要な水が安定的に確保できるよう、リスク管理型の水安定供給に向けて、

必要な対策を講じること。 

⑶ 水源複層林の整備及び水源林対策の拡充を図るとともに、放置山林の対策を強

化すること。 

⑷ 外国資本等による水源地やその周辺地域の買収等について、安全保障及び公益

性の観点から、国民共有の貴重な財産である水資源を守るため、有効な対策を検

討すること。  
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第20 交通体系の整備促進 

 

地方交通体系を維持するため、町村道、高規格道路等の道路網、鉄道、空港、港湾

等の整備を総合的に促進しなければならない。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 道路網整備及び地域交通対策の促進 

⑴ 社会資本整備重点計画に基づき、町村道の整備を重点的に推進するとともに、地

域生活に密着した道路整備が安定的に実施できるよう、財政措置を充実すること。 

⑵ 高規格道路のミッシングリンクの解消や、国道、都道府県道及び市町村道によ

る相互連携を推進し、道路ネットワークの機能強化を図ること。 

⑶ 地域住民に不可欠な地方バス路線については、赤字路線を多く抱える町村の実

情に鑑み、路線維持対策に必要な財政措置を講じること。 

⑷ 離島航路、ローカル鉄道などの地域公共交通の維持・再生については、適切な

財政措置を講じること。 

⑸ 地域公共交通活性化再生法に基づく再構築協議会が組織された場合は、関係す

る地方公共団体の意見を丁寧に聴き取るとともに、輸送密度や経営状況による短

絡的な存廃の議論とならないよう、十分に留意すること。  

 

２ JR北海道等に対する支援 

JR北海道等が置かれた厳しい経営状況を踏まえ、脆弱な経営基盤を再建し、将来

にわたり安定した経営を行うことができるよう、積極的な支援を行うこと。 

 

３ 鉄道、空港、港湾の整備促進 

⑴ 整備新幹線の建設中区間の建設を促進するとともに、未着工区間についても整

備スケジュールを明確化するなど、新幹線鉄道網の整備を推進すること。 

⑵ 新幹線の基本計画路線については、整備計画路線への格上げに向け、必要とな

る調査を早期に実施すること。 

⑶ 全国の航空ネットワーク及び地方路線の維持のための措置を講じること。 

⑷ 国内及び国際物流と交流の拠点となる港湾施設の整備を推進すること。 
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第21 生活環境施設の整備促進 

 

水道施設、汚水処理施設、公園等の生活環境施設や空き家の増加は、老朽化に伴う

安全対策や広域化など、課題が多く残されている。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 上水道・簡易水道・下水道事業の安定的経営の確保等 

⑴ 上水道・簡易水道・下水道事業を将来にわたり安定的に提供していくため、技

術的・人的支援と併せ、財政措置を充実強化するとともに、相次ぐ道路陥没事故

を防止する観点も踏まえ、老朽化した水道施設の再構築事業及び安全強化、管路

施設の更新等に対して、財政措置を充実強化すること。 

⑵ 町村の汚水処理施設整備を重点的に推進するとともに、財政措置を充実すること。  

⑶ 農業集落排水事業、浄化槽設置整備事業等について必要な予算措置を講じると

ともに、公共下水道や集落排水施設への接続にかかる費用についても助成措置を

充実強化すること。 

 

２ 社会資本整備重点計画に基づく生活環境施設の整備促進 

社会資本整備重点計画に基づき、町村が実施する公園整備や良好な河川環境を保

全・創出する事業に対し、積極的な財政支援を講じること。 

 

３ 空き家対策の推進 

町村の空き家対策に要する費用、特に行政代執行の費用等に対し、必要な財政措

置を講じること。 

また、空き家等の利活用を促進するための支援制度を拡充すること。 

 

４ 所有者不明土地対策の推進 

所有者不明土地の発生を予防する仕組みの充実を図るとともに、管理責任の所在

等について、引き続き検討を行うこと。 
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第22 消防体制の強化 

 

頻発化・激甚化する災害等に的確・迅速に対応し、国民の生命・身体・財産を守る

ため、消火・救急・救助体制の整備を促進するとともに、消防団の充実を図るなど、

消防力を強化することが必要である。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 消防体制の充実強化 

⑴ 消防の広域化や消防の連携・協力の推進に当たっては、引き続き町村の実情を

十分に考慮するとともに、必要な財政措置を講じること。 

また、相次ぐ大規模林野火災等、小規模な消防体制では対応できない事態に備

えた応援体制の整備等を着実に推進するため、適切な措置を講じること。 

⑵ 頻発化・激甚化する災害に対応するため、消防防災施設の整備強化や消防の科

学化の促進など、消防防災体制の充実強化に対して、適切な措置を講じること。 

⑶ 緊急消防援助隊設備整備費補助金に係る零細補助基準額の引き下げ及び実勢

価格に合った基準額の見直しを行うとともに、所要額を確保すること。 

⑷ 災害時において的確な情報の収集・伝達を行うため、防災行政無線のデジタル

化の整備をはじめ高度防災情報通信体制の整備促進を図るとともに、財政措置を

充実強化すること。 

⑸ 救急現場・搬送途上の医療を充実するため、高規格救急自動車、消防防災ヘリ

コプター、高度救命処置用資機材等の整備を推進するとともに、救急救命士の養

成確保と技能向上を図ること。 

⑹ 山村豪雪地域、過疎地域、離島等の厳しい自然条件下にある町村に対し、それ

ぞれの実情に即応した消防施設の整備について、適切な措置を講じること。 

 

２ 消防団の充実強化 

消防団は地域防災体制の中核的存在として重要な役割を果たしているため、消防

団充実強化法に基づき、消防団員の確保、施設・装備の充実、教育訓練の改善等、

消防団の充実強化が図られるよう、必要な措置を講じること。 

特に、消防団員数の減少や、災害の頻発化・激甚化で消防団員の負担が増加して

いることを踏まえ、消防団員の処遇改善に向けて、消防団員の報酬等に対して、十

分な財政措置を講じること。  
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第23 人権擁護の推進 

 

我が国においては、基本的人権の尊重を基本理念の一つとする日本国憲法の下で、国

及び地方公共団体により、人権に関する諸制度の整備や諸施策の推進が図られてきた。 

しかしながら、人権侵害、障害を理由とする差別の問題や、我が国固有の人権問題で

ある同和問題も依然として存在しており、引き続き問題の解決に向けた積極的な取組が

必要である。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 部落差別解消推進法に基づき、人権教育及び人権啓発に関する施策を更に推進す

ること。 

 

２ 障害者差別解消法に基づき、町村が実施する社会的障壁の除去のための取組に対

し、十分な財政措置を講じること。 

 

３ 地対財特法の失効に伴い、一般対策に移行した事業を引き続き円滑に実施できる

よう、十分な財政措置を講じること。 

 

４ 独立性、迅速性、専門性を備えた実効性のある人権救済制度を早急に確立すること。 

 

５ ヘイトスピーチ解消法に基づき、町村が実施する本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消に向けた取組に対し、十分な支援策を講じること。 

 

６ インターネット上の人権侵害を防止するため、実効性のある対策を講じること。 

 

７ 外国人に対する人権侵害の防止対策を講じるとともに、家族も含めた生活支援や

日本語教育の支援を更に充実すること。 
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第24 特定地域の振興 

 

過疎、半島、豪雪、離島、奄美・小笠原・沖縄など特定地域の振興を図る必要がある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 過疎地域の振興 

⑴ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づき、過疎地域の持続的発展

に向けた総合的かつ計画的な対策を実施するため、財政措置を拡充・強化すること。 

⑵ 過疎対策事業債については、必要額を確保し、対象事業を拡充するとともに、

財政融資資金の償還期限延長や借入手続きの簡素化など、運用を改善すること。 

また、ソフト分については、限度額を引き上げること。 

⑶ 地域おこし協力隊など外部からの人材誘致を含めた人材の積極的活用と、集落再

編・地域運営組織の形成など集落対策を総合的に推進するための支援を強化すること。 

⑷ 集落ネットワークの形成など過疎地域の自立活性化の推進を図るための事業

に対する財政措置を拡充・強化すること。 

⑸ デマンド型乗合タクシー、住民ドライバーによる共助交通、MaaSをはじめとし

た新たなモビリティサービス、ライドシェア等に対する支援を充実強化すること。 

⑹ 過疎地域における郵政サービスが果たす役割を踏まえ、郵便局の各種サービス

を維持すること。 

 

２ 半島地域の振興 

⑴ 半島振興計画に基づく施策が着実に実現できるよう、金融・税制・財政上の措

置を充実すること。 

⑵ 国土幹線軸からの遠隔性を解消するため、交通基盤の整備を促進すること。 

⑶ 半島地域の優れた観光資源を活用した観光レクリエーション産業を育成すること。 

⑷ 地理的条件から水資源の乏しい半島地域の総合的な水資源対策を推進すること。 

⑸ 全国平均と比較して遅れている下水道処理施設等の整備を促進すること。 

⑹ 半島地域における地方税の不均一課税に伴う措置を延長すること。 

⑺ 半島地域における工業用機械等に係る所得税及び法人税の割増償却制度を延

長すること。 
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３ 豪雪地帯の振興 

⑴ 豪雪地帯対策基本計画に基づく豪雪地帯対策の推進に当たっては、道府県計画

を最大限尊重し、総合的な豪雪対策を推進すること。 

⑵ 積雪寒冷特別地域道路交通確保五箇年計画に基づき、安全で円滑な道路交通の

確保を着実に実施すること。 

 

４ 離島の振興 

⑴ 離島振興基本方針及び離島振興計画に基づき実施する事業に対し、所要額を確保す

るとともに、離島の自立的発展を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図り、

人口の著しい減少の防止と定住の促進を図るための施策等を積極的に推進すること。 

⑵ 離島の実情に即した離島活性化交付金等事業計画を十分尊重し、離島活性化交

付金及び離島広域活性化事業を拡充・強化すること。 

⑶ 離島の活性化と定住促進のため、離島特別区域制度の詳細設計を定めた新たな

法制度を早急に検討すること。 

⑷ 離島航路・航空路は、離島住民にとって生命線であり、人の往来及び生活に必

要な物資等の輸送に要する費用が他の地域に比較して多額である状況を改善す

るため、全ての離島航路・航空路を安定的に維持存続するための支援策の抜本強

化を盛り込んだ「離島航路･航空路支援法（仮称）」を早期に制定すること。 

⑸ 令和８年度末で法期限を迎える「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島

地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」については、期限を延長すること。 

  また、同法に基づく特定有人国境離島地域社会維持推進交付金により、雇用機

会の拡充、全ての利用者を対象とした航路・航空路運賃低廉化、カーフェリー等

自動車航送料金低減の対策等を強化するとともに、所要額を確保すること。 

 

５ 奄美群島・小笠原諸島・沖縄の振興 

⑴ 奄美群島振興開発特別措置法に基づく諸施策を積極的に推進するとともに、奄

美群島振興交付金を確保・充実すること。 

また、奄美群島における地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置を延長す

ること。 

⑵ 小笠原諸島振興開発特別措置法に基づく諸施策を積極的に推進するとともに、

所要額を確保すること。 

⑶ 沖縄振興特別措置法に基づく沖縄振興計画に則り、自立的で持続可能な発展に

向けた諸施策を積極的に推進するとともに、沖縄振興一括交付金等の予算額を確

保・充実すること。  
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第25 北方領土の早期返還の実現、竹島の領土権確立及び

尖閣諸島海域での安全操業の確保 

 

択捉島、国後島、色丹島及び歯舞群島からなる北方四島、島根県隠岐島北西約158km

に位置する竹島並びに南西諸島西端に位置する尖閣諸島は、我が国固有の領土である。 

しかしながら、北方四島及び竹島の領土問題は、長年にわたる交渉にもかかわらず、

未だ解決されていない。 

また、尖閣諸島海域への中国の公船等による侵犯が頻発しており、我が国の漁業の

安全な操業に影響を及ぼしている。 

国においては、これらの問題の解決のため、精力的に外交交渉を行う必要がある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 北方領土の早期返還の実現 

北方領土の早期返還は、国民の多年にわたる念願であり、国は、日露両国首脳の

合意である日露関係に関する東京宣言（平成５年10月）等を踏まえ、今後も引き続

き、北方四島の早期返還実現のため、粘り強く外交交渉を続けるとともに、国民世

論の啓発及び国際世論の喚起に積極的に努めること。 

 

２ 竹島の領土権確立 

⑴ 我が国固有の領土である竹島の領土権を侵害する動きに対しては、厳重に抗議

を行うとともに、国際司法裁判所における解決を含め、領土権の早期確立に向け

た強力な外交交渉を行うこと。 

⑵ 竹島周辺漁業における安全操業の確保を図ること。 

⑶ 竹島問題に対する取組を北方領土と同様に強化するとともに、国民への積極的

な啓発活動を展開すること。 

 

３ 尖閣諸島海域での安全操業の確保 

尖閣諸島海域の監視・警備体制の強化を図り、我が国の漁業者が自由かつ安全に

操業・航行できるよう、適切な措置を講じること。 
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第26 国民保護・安全対策等の推進 

 

北朝鮮による弾道ミサイルの度重なる発射は、我が国の国民の生命、身体、財産、

領海・領土の安全を脅かし、航行・操業する船舶や漁船、航空機に対し重大な危険を

及ぼしている。 

また、日本人拉致問題については、被害者や家族の高齢化が進む中で、早期解決が

求められている。 

加えて、住民が安全・安心に暮らせる社会を実現するためには、銃器犯罪等のあら

ゆる暴力の根絶に向けて対策を強化する必要がある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 国民保護・安全対策の推進 

⑴ 国民保護に必要な資機材等の整備支援や地方公共団体の危機管理研修の充実

強化等、国民保護に関する措置を充実すること。 

⑵ 北朝鮮の弾道ミサイル発射に対して、毅然とした姿勢で臨むとともに、国民の

安全・安心を守るため、万一の危機発生時に備え、万全の体制を確保の上、ミサ

イル発射時の即時・的確な情報提供、具体的でわかりやすい避難行動の周知徹底

など、あらゆる実効性のある対策を講じること。 

⑶ 誰もが安全・安心に暮らせる犯罪のない社会を実現するため、地域社会の安全

対策を強化すること。 

 

２ 拉致問題の早期解決 

北朝鮮による拉致被害者全員の即時帰国と、拉致問題の早急な全面解決に全力で

取り組むとともに、積極的な啓発活動を行うこと。 
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第27 基地対策の推進 

 

基地を抱える町村は、我が国の安全保障の一端を担うと同時に、騒音問題や事件・

事故、環境問題など、長年の間、基地の存在による過重な負担を背負っている。 

我が国の安全保障に係る負担は、本来国民全体で背負うべきであるが、実際は基地

が所在する町村の負担により成り立っているのが現状であり、基地の負担軽減に向け

た対応及び特別の財政措置が必要である。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 基地の負担軽減対策 

⑴ 米軍基地の整理・縮小及び返還を推進すること。 

⑵ 国民の生命・財産と人権を守る立場から、日米地位協定を抜本的に見直すとと

もに、基地周辺の住民生活の安全確保に万全の措置を講じること。 

 

２ 基地対策関係予算の充実強化 

⑴ 国有提供施設等所在市町村助成交付金（基地交付金）及び施設等所在市町村調

整交付金（調整交付金）を確保・充実すること。 

⑵ 基地周辺住民の基地に対する更なる理解と協力を得るため、特定防衛施設周辺

整備調整交付金などの基地周辺対策費を強化すること。 

 

  



59 

第28 監査機能の強化 

 

全ての地方公共団体が自ら責任ある監査を実施するため、監査の独立性・専門性を

更に強化する必要がある。 

よって、下記事項の実現を強く要望する。 

 

記 

 

１ 監査委員事務局の整備 

町村の監査委員事務局を必置制とし、事務局体制を整備すること。 

 

２ 監査委員費に係る財政措置の充実 

監査委員報酬や監査委員事務局に係る費用など町村の監査委員費について、財政

措置を充実強化すること。 

 

３ 監査委員の独立性の確保 

監査を受ける者から独立して監査機能を発揮できるよう、監査委員の選任方法は

議会による選挙とすること。 
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第１ 北海道における交通体系に関する要望（北海道地区） 

（北海道地区） 

 

北海道は国土の22％にも及ぶ広大な面積を擁し、広域分散型の地域構造にあり、地

域の社会経済活動を支えるには、交通体系の整備は全国に比べ著しく遅れており、高

速道路網等の整備は喫緊の課題である。 

さらに、もう一つの主要な交通基盤である鉄道は、北海道新幹線の新函館北斗―札

幌間の2030年度末の開業は極めて困難となったことにより、JR北海道の経営自立や、

安定的な鉄道ネットワークの構築に大きな影響を及ぼすことが懸念される。 

また、地域住民の生活に必要不可欠である地域交通ネットワークは、過疎化、経費

高騰等による採算性の悪化や、乗務員不足により維持困難な状況にある。 

ついては下記の事項が早急に実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 鉄道網の確保 

① JR北海道への継続的な財政支援 

② 持続的かつ安定的な鉄道物流の確保 

 

２ 北海道新幹線の整備促進 

① 新函館北斗－札幌間の早期完成及び１日も早い開業 

② 事業費増加に伴う地方負担軽減を図るための財源確保や措置の拡充 

 

３ 高規格道路等の整備促進 

① 高速自動車国道の整備促進 

② 一般国道の自動車専用道路の整備促進 

③ 高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路の建設促進 

④ 高規格道路の建設促進 

⑤ 除排雪等に必要な予算の確保 

 

４ 生活交通対策の推進 

① 持続可能なバス路線の確保 

② 自動車運送事業の深刻な乗務員不足の解消 
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第２ 東北地方における高速交通体系の整備促進に関する要望 

（東北地区） 

 

国土の広域的有効活用と均衡ある発展のために、基本的な社会資本である高速交通

網の整備促進が不可欠である。 

特に、東北地方においては、道路は日常の生活を支え、経済・文化交流の活性化や

産業振興を図るとともに、大規模自然災害時の広域的な避難や支援物資の輸送や防災

拠点を可能とする広域道路ネットワークの整備、地域医療を支える命を守る道路、雪

に強い安全安心な道路等として総合交通体系の基盤整備は最重要課題である。 

また、鉄道は地域社会を支え、医療、観光、物流において重要な社会基盤であり、

その維持確保は国全体の問題として捉えるべきである。さらに、我が国の高速交通体

系の骨格を形成する上で、極めて重要な国家的プロジェクトである新幹線鉄道の建設

は、重要かつ喫緊の課題である。 

よって、下記事項の早期実現を強く要望する。 

 

記 

 

１．新幹線鉄道等の整備促進 

⑴ 奥羽・羽越新幹線の早期実現 

① 基本計画路線である奥羽・羽越新幹線について、整備計画策定に向けた法定

手続きに着手するとともに、新幹線関係予算を増額すること。 

② 山形新幹線「米沢トンネル（仮称）」について、整備費用への支援を行うこと。 

⑵ 鉄道ネットワークの維持確保 

  地域の鉄道のあり方について協議する際には、関係自治体の意見を十分反映す

るとともに、個別路線の役割やあり方を議論するなど、広範かつ丁寧な説明・検

討を行うこと。 

 

２．道路財源等の充実確保 

⑴ 長期安定的に道路整備及び管理を推進することができるよう、新たな財源を創

設すること。 

⑵ 高速自動車国道等については、他地域との交流・連携を強化し、物流の効率化、

地場産業の発展、他県との広域医療連携や災害時の代替ルート確保等に不可欠で

あり、早急に整備することが是非とも必要であるので、適切な財政措置を講じる

とともに、着実な整備を推進すること。 
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⑶ 町村の多くが豪雪地帯という地理的・気象的条件にあり、除排雪の充実が住民

生活を支える上で非常に大きな課題となっている。 

  しかしながら、町村の財政状況は依然として非常に厳しい状況にあることから、

町村道の除排雪に係る必要額の安定的な確保や、年度途中における突出した財政

負担にも耐えうる機動的な除排雪を可能とした補助制度の充実を図ること。 

⑷ 道路の凍上現象は、従来の低温によるもののほか、地球温暖化による温度差に

よるものも顕在化しており、災害に匹敵するほどの状況であることから、積雪寒

冷地特有の凍上被害に対応するため、災害復旧事業を拡充すること。 

 

３．広域道路ネットワーク（高規格道路、一般広域道路）の整備促進 

⑴ 下北半島縦貫道路の「野辺地七戸道路」の整備促進並びに上北自動車道などの

県内骨格道路と連結し、早期全線供用 

⑵ 津軽自動車道（柏浮田道路）の整備促進、早期全線供用 

⑶ 国道103号奥入瀬（青橅山）バイパスの整備促進 

⑷ 国道104号田子町夏坂と国道103号鹿角市大湯間のバイパスルート早期事業化 

⑸ 三陸沿岸道路のフルIC化の整備促進、新たなICの設置 

⑹ 盛岡秋田道路の整備促進 

⑺ 宮古盛岡横断道路の直轄指定区間編入 

⑻ 北岩手・北三陸横断道路の早期事業化 

⑼ 日本海沿岸東北自動車道の早期完成（遊佐象潟道路、能代地区線形改良）、整備

促進（朝日温海道路） 

⑽ 東北中央自動車道の早期完成（新庄金山道路、金山道路、真室川雄勝道路、横

堀道路） 

⑾ 東北横断自動車道酒田線の早期事業化（仮称・庄内内陸月山連絡道路） 

⑿ 新庄酒田道路の整備促進（高屋防災、高屋道路、戸沢立川道路）、事業未着手区

間の早期事業化 

⒀ 石巻新庄道路の早期事業化 

⒁ 新潟山形南部連絡道路の整備促進（小国道路）、事業未着手区間（小国～飯豊～

長井間）の早期事業化 

⒂ 常磐自動車道広野IC以北の早期全線４車線化 

⒃ 磐越自動車道会津若松IC以西の早期全線４車線化 

⒄ 会津縦貫南道路、栃木西部・会津南道路の整備促進 
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第３ 関東地方における高速交通体系の建設促進等に関する要望 

（関東地区） 

 

首都圏に位置する関東各都県の一体的かつ均衡ある発展を図るためには、高速交通

網の整備が極めて重要である。 

特に、首都圏周辺の道路整備は､順次整備されつつあるが、増大する自動車交通需要へ

の対応が遅れている現状から、引き続き必要な道路財源を確保するとともに地方の意見

を十分に反映し、広域的な幹線道路網及び鉄道の整備促進等を図ることが必要である。 

よって、下記事項の早期実現を図られるよう強く要望する。 
 

記 
 

１ 東関東自動車道水戸線の建設促進 

東関東自動車道水戸線は、「関東大環状連携軸」の一翼を形成する高速自動車国道であ

り、本道が開通することにより、関東一円の総合的な発展に寄与する重要な道路となる。 

特に、重要港湾である茨城港常陸那珂港区や鹿島港、また、茨城空港や国際拠点

の成田空港など交通拠点へのアクセス強化を図ることにより、国際力の一層の強化

が期待されているので、一日も早い全線の供用開始を図ること。 
 

２ 首都圏中央連絡自動車道の整備促進 

都市部への産業・人口等の集中を抑制し、首都圏の均衡ある発展と地方定住の促進

を図るためには、従来の東京を起点とする放射状道路を相互に結ぶ東京大都市圏の環

状道路の整備が緊要の課題となっており、神奈川、東京、埼玉、茨城、千葉の１都４

県を通過し、首都40～60km圏に位置する横浜、厚木、八王子、川越、つくば、成田、

木更津等中核をなす都市を連絡する首都圏中央連絡自動車道の整備が進められている。 

現在、首都圏の広域道路ネットワークとして徐々に整備されつつあるが、早期実現

に向けて、事業区間の整備促進を図るとともに、慢性的な交通渋滞の緩和策としてス

マートインターチェンジの導入を検討するなど、首都圏の新しい地域構造の構築を

図ること。 
 

３ 中央自動車道の渋滞対策の早期実現 

中央自動車道は、圏央道による関越自動車道及び東名高速道路との接続により交

通量の増大と、それに起因する渋滞状況の悪化が懸念されるところである。 

ついては、上り線の小仏トンネル付近、下り線の相模湖付近の付加車線設置によ

る渋滞対策事業の早期事業化に加え、上り線の三鷹バス停付近の渋滞対策事業を推

進するとともに、更なる渋滞対策を検討すること。 
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４ 東京外かく環状道路の建設促進 

東京外かく環状道路は、首都圏の骨格を形成し、分散型のネットワーク構造実現

に資する重要な幹線である。 

ついては、東京、埼玉、千葉３都県の慢性的な交通混雑の更なる緩和や、安全で

快適なまちづくりを進めるために、全区間の早期完成に向けて、事業中区間の一層

の建設促進を図るとともに、未着手区間の調査促進と早期事業化を図ること。 
 

５ 新東名高速道路全線の建設促進 

新東名高速道路は、これまでに開通している御殿場、豊田東間約200㎞のダブル

ネットワークに続き、現在事業中である残りの区間、新秦野IC、御殿場間の早期建

設促進を図ること。 
 

６ 中部横断自動車道の早期実現 

中部横断自動車道は、現在、上信越自動車道・佐久小諸JCTから八千穂高原IC間

及び中央自動車道・双葉JCTから新清水JCT間約96kmが開通した。 

中部横断自動車道は、日本列島中央部において新東名、中央、上信越の各高速道

路を有機的に結び、さらには北関東自動車道及び関越自動車道と一体的に機能する

ことにより、北関東三県と甲信静三県を結ぶ関東大環状連携軸の一翼を担う主要な

交通基盤である。 

ついては、本道路の早期実現に向け、次の事項について積極的な措置を講じること。 

⑴ 基本計画区間である山梨県北杜市から長野県佐久穂町間の環境影響評価の実

施を速やかに進め、早期事業化を図ること。 

⑵ 地方の道路整備が遅れることのないよう、引き続き必要な道路財源を確保する

こと。 
 

７ リニア中央新幹線の早期実現 

リニア中央新幹線の早期全線整備に向けて、次の事項について積極的な措置を講

じること。 

⑴ 東京・名古屋間については、工事実施計画に基づき着実に事業を進め、早期整

備を図ること。 

⑵ 技術開発等による大幅なコストダウンに努め、早期全線開業のための具体策を

引き続き検討し、更なる方策を示すこと。 

⑶ 名古屋・大阪間については、概略ルート及び駅位置の早期公表に向けた準備を

連携、協力して行い、環境影響評価の手続を速やかに進めること。 

⑷ リニア中央新幹線の早期建設のため、必要な諸手続きの円滑な推進に関して、

支援を行うこと。 
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⑸ リニア中央新幹線の整備推進にあたっては、地域の発展に資するよう、地域事

業者の活用に配慮するとともに、駅設置に関することなど地域の意向を十分反映

させること。 

  駅周辺のまちづくりや交通網の整備に関する支援など、地域の活性化に資する

ための施策を積極的に講じること。 
 

８ 上信自動車道の早期完成 

上信自動車道は、既に一部区間で供用が開始されているが、全線開通は、交通混

雑の緩和はもとより、災害時の緊急交通路の確保、高度な救急医療に対応できる医

療機関への所要時間の短縮や周辺観光地へのアクセス改善による観光振興に大き

く貢献することが期待できる。さらに、首都圏に向けた農産物の輸送時間短縮と大

型車両の使用実現による輸送効率向上により農業振興を支援することにもなる。 

ついては、これらの地域活力の向上に大きく寄与する上信自動車道を早期に完成

させること。 
 

９ 八溝縦貫道路等の早期実現 

八溝縦貫道路（（仮）つくば・八溝縦貫・白河道路）は、福島県から栃木県東部の

八溝地域を南北に縦貫し茨城県をつなぐ広域道路の構想であり、（仮）北関東北部横

断道路は、栃木県から八溝地域を横断し茨城県を結ぶ広域道路の構想である。 

これらの整備は、県域を超えた連携・交流を促進し、産業振興による雇用創出や

定住促進、広域的な観光周遊の促進、さらには災害発生時の円滑な救援・復旧活動

の確保など、多様な効果を生みだすことが期待される。 

ついては、広域道路交通計画において構想路線に位置付けられ、地域創生や国土

強靱化を推進する上で不可欠な両路線を早期に実現させること。 
 

10 東京湾口道路の早期実現 

東京湾口道路は、房総半島と三浦半島を結ぶ道路として構想されているが、現在、

構想は事実上凍結となっている。 

また、南房総地域は、東京湾アクアライン、館山自動車及び富津館山道路の整備

によって、首都圏を中心に来訪客は年々増加しており、通勤・通学も可能な地域と

なった一方で、東京湾アクアラインの休日の交通渋滞は緩和されず一般の高速道路

利用者はもちろんのこと、多目的に利用者が増加してきた高速バスの運行にも大き

な支障を来している。 

ついては、県内外の人やモノの流れを強化し、社会経済活動を活性化させるため、

東京湾口道路の早期実現に向けた計画の推進を図ること。  
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第４ 北信越地方における高速交通体系の整備促進に関する要望 

（北信越地区） 

 

新幹線や高規格道路は、国土の均衡ある発展と地域の振興を図るために必要不可欠な

ものであり、地方創生を支える重要な社会基盤である。また、震災などの災害発生時に

は、救援、復旧活動用の緊急輸送路としての役割を果たしている。 

特に、北陸新幹線は、高速交通体系の中軸として日本海国土軸の形成や分散型の国づ

くりに不可欠なものであり、平成27年の金沢開業や昨年の敦賀開業の顕著な効果が示す

ように、沿線地域の飛躍的な発展を図るうえで極めて大きな効果をもたらすものである。 

また、大雨や大雪に強く、南海トラフ地震等の際に東海道新幹線の代替補完機能を有す

る北陸新幹線は、災害に強い強靱な国土づくりに必要不可欠な国家プロジェクトである。 

こうした整備効果は、大阪まで早期に全線開業してこそ最大限発揮されるものである。 

今後、敦賀・新大阪間の整備をあらゆる手段を尽くして確実に進めるとともに、域内

の高規格道路網を早急に整備し、地域の振興・発展と輸送体系の多重化による災害に強

い強靱な国土づくりに努める必要がある。 

よって、政府並びに関係機関におかれては、これらの諸事情に鑑み、下記事項の早期

実現を図られるよう強く要望する。 
 

記 
 

１ 北陸新幹線の整備促進 

⑴ 敦賀・新大阪間の一日も早い認可・着工を実現するため、次の事項を確実に実

行するとともに、必要な予算を確保すること。 

① 国等において体制強化を図り、科学的知見に基づく情報発信を念入りかつ重

点的に実施するなど、沿線自治体に丁寧な説明を行いながら、地下水への影響

など地元関係者等の懸念や不安を払拭するため最善を尽くし、早期に詳細な駅

位置・ルートを決定すること。なお、京都府等が示した課題について解決する

ことは不可欠であり、その上で一日も早い全線整備に向けて取り組むこと。 

② 併せて、安定的な財源の確保、費用対効果について検討を加速し、着工５条

件を早期に解決すること。特に、新幹線への公共事業費の大幅な拡充・重点配

分、貸付料財源の最大限の確保、財政投融資の活用等、整備財源に関する議論

を深め、必要な財源を早急に確保すること。 

③ 関西をはじめとする沿線地域の住民に対し、国が前面に立って、国土政策の

根幹を成す極めて重要な国家プロジェクトである北陸新幹線の必要性や意義

を丁寧に説明し、早期全線整備に向けた理解促進を図ること。 

④ 沿線地域の意見を踏まえながら、環境アセスメントを地元調整も含め丁寧か

つ迅速に進めること。 
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⑤ 「北陸新幹線事業推進調査」について、国において沿線住民の理解を得なが

ら、従来、認可後に行っていた調査も含め、必要な調査等を先行的・集中的に

行い、施工上の課題を早期に解決すること。また、詳細な駅位置・ルートの決

定時期も含め、認可・着工及び全線開業に向けた具体的なスケジュールを早急

に明らかにするとともに、早期整備に向けて、特に工期の長い駅部の工期短縮

に最大限努力すること。 

⑵ 地方負担については、沿線自治体の負担が最小化されるよう、より一層のコス

ト縮減や、国家プロジェクトにふさわしい十分な財政措置を講ずるとともに、各

府県への停車の配慮など負担に見合う受益を確保すること。 

⑶ 北陸新幹線開業に伴う並行在来線は、地域住民の交通手段であるとともに、国の

重要な広域物流ネットワークの一部を担っている。こうした並行在来線が健全に

経営できるよう、JRからの協力・支援のあり方や、貸付料の活用、貨物調整金制度

の見直しなど幅広い観点からの財源確保の方策も含め、運営費支援などの新たな

仕組みを、法制化も視野に入れ、早急に検討し構築すること。併せて、初期投資や

老朽化車両の更新等の設備投資に係る支援制度の拡充や予算枠の確保、設備の合

理化や施設の修繕費に係る支援制度の創設など、支援施策の充実を図ること。 

⑷ 金沢・敦賀間の開業により、敦賀駅において新幹線と在来線特急との乗換が生

じたことから、北陸と関西・中京間の円滑な流動が確保されるよう、利用者の利

便性向上を図ること。 
 

２ 高規格道路(高規格幹線道路)の整備促進 

〔国土開発幹線自動車道〕 

⑴ 日本海沿岸東北自動車道(朝日まほろば～あつみ温泉) 

⑵ 東海北陸自動車道(早期全線4車線化) 

⑶ 中部横断自動車道(清水～佐久) 

⑷ 東北横断自動車道いわき新潟線(全線４車線化) 

⑸ 舞鶴若狭自動車道(早期全線4車線化) 

〔一般国道の自動車専用道路〕 

⑴ 中部縦貫自動車道(松本～福井) 

⑵ 三遠南信自動車道(飯田～浜松) 
 

３ 高規格道路(地域高規格道路)の整備促進及び冬期における円滑な道路交通の確保 

⑴ 広域的な地域の連携強化のため、幹線道路ネットワークの軸となる高規格道路

(地域高規格道路)の整備を促進すること。 

⑵ 冬期における安全で円滑な道路交通を確保するため十分な除雪体制の整備及

び必要な財源の確保を図ること。  
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第５ 東海地方における高規格幹線道路網等の整備促進に関する要望 

（東海地区） 

 

高速自動車国道をはじめとする高規格幹線道路網は、国民生活の向上や活力ある国

土形成にとって欠くことのできない極めて重要な社会基盤であり、同時に、地震や台

風などの大規模災害時においては、緊急交通路、既存道路の代替路、緊急物資の輸送

路としても大きな役割を果たすものである。  

とりわけ東名・名神高速道路は、わが国の自動車交通の大動脈として、産業経済の

発展や国民生活の向上に大きく寄与してきたところである。  

また、新東名・新名神高速道路は、東西交通を支える新たな大動脈としてのみなら

ず、東海地方においては、今後発生が危惧されている南海トラフ地震の発災時や各種

産業の活性化及び観光振興などに対しても極めて重要な役割を果たすものである。  

高規格幹線道路を中心とした広域道路ネットワークは、地域の競争力を向上させる

とともに、災害・救急医療時に被災者や救急患者などを搬送する「命の道」として機

能する等、基礎インフラとしての重要度が増していることから、未整備区間が多く残

されている現状に鑑み、国の責任により着実に整備する必要がある。  

よって、国においては、下記事項の実現に向け積極的に取り組まれるよう強く要望

する。 

 

記 

 

１ 新東名高速道路（新御殿場IC以東）の早期完成に向け、着実に事業を推進すること。 

 

２ 東海環状自動車道の早期全面完成に向け、養老IC～いなべIC間において着実に事

業を推進すること。 

 

３ 近畿自動車道紀勢線（熊野道路、紀宝熊野道路）の整備推進を図ること。 

 

４ 紀勢自動車道及び熊野尾鷲道路の４車線化の早期事業化を図ること。 

 

５ 東海北陸自動車道の早期全面４車線化に向け、飛驒清見IC～白川郷IC間の４車線

化の早期事業化を図り、着実に事業を推進すること。 
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６ 伊豆縦貫自動車道の早期完成に向け、河津下田道路の早期完成並びに伊豆市～河

津町間の早期事業化を図るとともに、伊豆縦貫自動車道の開通効果を発揮するため

に必要不可欠な同自動車道と接続するアクセス道路の路線整備を推進するための

財政支援を講じること。 

また、東駿河湾環状道路の２車線供用済み区間について、４車線化整備を推進す

ること。 

 

７ 西知多道路の早期完成に向け、事業中区間の整備を推進するとともに、調査中区

間について関係機関の相互協力のもと着実に調査の進捗を図ること。 

 

８ 名豊道路の暫定２車線区間の４車線化に向けて整備を加速すること。 

 

９ 三遠南信自動車道の東栄IC～鳳来峡IC間の今年度中の一日も早い開通に向け、整

備を推進するとともに、全線開通に向け、早期整備を図ること。 

  



73 

第６ 近畿地方における高規格幹線道路網等の建設促進に関する要望 

（近畿地区） 

 

国土形成計画における「近畿圏広域地方計画」に位置付けられた下記の高規格幹線

道路等の早期着工と既着工路線についての早期完成を図られるとともに、高規格道路

としての名神名阪連絡道路（東近江市～伊賀市）及び東海南海連絡道（松阪市～五條

市）計画・構想の具体化に向けて建設計画を早期に策定されたい。 

 

記 

 

１ 国土開発幹線自動車道 

⑴ 近畿自動車道名古屋神戸線 

⑵ 近畿自動車道紀勢線 

 

２ 一般国道自動車専用道路 

⑴ 京奈和自動車道 

 

３ 地域高規格道路 

⑴ 鳥取豊岡宮津自動車道 

⑵ 五條新宮道路 
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第７ 中国地方における高速交通体系等の整備促進に関する要望（中国地区） 

（中国地区） 

 

国土の骨格を形成する高速交通網の整備は、地域産業の育成や都市と農山漁村との

交流を推進するとともに、新型コロナウイルス感染症拡大を契機として高まった地方

回帰の需要に対応していくため、極めて重要な課題である。 

また、今後発生が予想される南海トラフ巨大地震等に備え、災害に強い国土構造を

構築するためにも、加えて島根原子力発電所において万一の事故やテロが発生した際

の緊急避難道としても、とりわけ高速自動車道路の整備が必要不可欠である。 

しかしながら、中国地方においては、これら高速交通網の整備が著しく遅れている

地域があり、都市と地方が共存する地方創生を実現し、その一体的な発展を図るうえ

で、高速道路等高速交通網の整備促進は喫緊の課題である。 

よって、政府並びに関係機関においては、この地方に積極的に財源を投入し、下記

事項の早期実現を図られるよう、強く要望する。 

 

記 

 

１ 中国横断自動車道姫路鳥取線及び岡山米子線の全線4車線化の早期実現 

２ 山陰自動車道の早期建設（鳥取～小月） 

３ 下関北九州道路の早期実現 

４ 地域高規格道路の整備促進 

５ 国道２号及び９号の整備並びに山陰山陽連絡道路の整備促進 

６ 山陰新幹線及び山陰・山陽・四国を結ぶ中四国横断新幹線の早期実現 

７ 広島都市圏交通網の整備促進 
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第８ 「四国８の字ネットワーク」並びに「四国の新幹線の整備促進」等

高速交通ネットワークの整備促進に関する要望 

（四国地区） 

 

「四国８の字ネットワーク」は、本州四国連絡高速道路等と一体となって、全国の

高規格道路ネットワークを形成し、物流をはじめとする様々な経済活動の生産性を高

め、地域間の交流を促進するなど、四国地方の活性化を図っていくうえで重要かつ根

幹となる社会資本である。  

しかしながら、依然としてミッシングリンクや暫定２車線区間が残り、高規格道路

ネットワークの機能が十分発揮されていない四国地方は、それぞれの地域が持つ豊か

な自然や多様な資源を活かしきることが困難であり、地域産業の発展や観光振興に大

きな影響を及ぼしている。  

これに加えて、近い将来発生が予測される南海トラフ地震等の大規模災害時におい

て、迅速な人命救助や緊急支援物資の輸送のためには「命の道」となる「四国８の字

ネットワーク」の早期整備は急務である。 また、四国の高規格道路の暫定２車線区間

において正面衝突による重大事故が度々発生しており、大規模災害時における交通機

能の確保を図るためにも、暫定２車線区間の４車線化及び緊急的な安全対策を早期に

実現しなければならない。  

今後、四国地方が地域の強みを生かし、地域連携によって自立し、災害に強い国土

を形成し、住民の安全・安心な暮らしを確保するためにも、早期に「四国８の字ネッ

トワーク」のミッシングリンクを解消するとともに、暫定２車線区間の４車線化等に

より安全性や信頼性を高めることは四国にとって喫緊の課題である。  

また、現在、四国を除く全国に新幹線のネットワークが形成されており、それぞれ

の地域の経済活性化はもとより交流の拡大や観光の振興に大きく貢献している。  

しかしながら、四国における新幹線整備は基本計画に留まっており、他地域に比べ

大きく遅れを取っている。  

国が進める「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すデジタル田

園都市国家構想の実現と併せて、「シームレスな拠点連結型国土」の構築を目指すため

には、全国各エリアに新幹線が整備されることが不可欠である。  

特に四国の新幹線は、今後の四国の将来を見据えた地域づくりに必要不可欠な交通

インフラであり、西日本の広域交流圏形成、国土軸のリダンダンシー確保による災害

耐力の向上、国土全体の一段の有効活用にも大きく寄与するものと考える。  

よって、下記の事項について強く要望する。 
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記 

 

１  地域の活性化や生活利便性・安全性の向上、都市と地域の連携強化、さらには、

南海トラフ地震等の災害時の緊急輸送道路の確保や救急患者の搬送時間の短縮な

どに大きく寄与する「四国８の字ネットワーク」のミッシングリンクの早期解消及

び暫定２車線区間の早期４車線化（緊急的な安全対策を含む）を図ること。  

 

２ 四国の新幹線の整備計画格上げに向けた法定調査を実施するため、令和８年度予

算措置を講じるとともに、「国土強靱化実施中期計画」に係る予算等、新たな財源の

活用を含めた新幹線整備予算を大幅に拡充すること。 
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第９ 九州地方における交通網の整備促進に関する要望 

（九州地区） 

 

｢国土の均衡ある発展」「豊かさの実感できる社会」の実現を図るためには、定住と

地域振興の基本条件となる基幹交通網、生活・産業基盤等社会資本の整備を着実に推

進することが肝要である。 

しかしながら、九州域内を循環する高速道路、新幹線などの広域ネットワークの整

備をはじめ、各種社会資本の整備は遅々と進まずその整備促進が喫緊の課題である。 

よって、真に必要な道路網の計画的な整備と地方の声や実情に十分配慮した道路整

備のための安定的な財源を確保するとともに、下記事項の整備を積極的に推進される

よう強く要望する。 

                    記 

 

１ 新幹線鉄道の建設促進 

⑴ 東九州新幹線の整備計画路線への早期格上げ 

⑵ 九州横断新幹線（大分～熊本間）の整備計画路線への早期格上げ 

 

２ 在来鉄道線の整備 

⑴ 日豊本線高速化、複線化の促進 

⑵ 主要幹線鉄道の電化、複線化の促進 

・鹿児島本線 ・篠栗線  ・長崎本線 ・唐津線  

・筑肥線   ・筑豊本線 ・佐世保線 ・大村線  

・豊肥本線  ・肥薩線  ・久大本線 ・日田彦山線  

・後藤寺線 

⑶ 地方鉄道対策の推進 

  第三セクター鉄道に対する財政支援等の充実強化 

  

３ 高規格幹線道路等の整備 

⑴ 福岡南北道路、北九州福岡道路（古賀市～福岡市）、福岡東環状道路（粕屋町～

福岡市）の整備促進 

⑵ 佐賀唐津道路の早期整備 

⑶ 西九州自動車道の早期整備 

⑷ 九州中央自動車道の整備促進 

⑸ 南九州西回り自動車道の整備促進 
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⑹ 有明海沿岸道路の整備促進 

⑺ 中九州横断道路の整備促進 

⑻ 中津日田道路の早期完成 

⑼ 下関北九州道路の早期実現 

⑽ 東九州自動車道の整備及び４車線化の整備促進 

⑾ 宇佐別府道路の４車線化整備促進 

⑿ 鹿児島東西幹線道路・北薩横断道路・大隅縦貫道の整備促進 

⒀ 鹿児島南北幹線道路及び大隅縦貫道(国道448号以南)の調査促進 

⒁ 島原天草長島連絡道路の具体化に向けた検討の実施 

⒂ 那覇空港自動車道・小禄道路・沖縄西海岸道路・南部東道路及びスマート・追

加インターチェンジ等ハシゴ道路ネットワークの整備促進  

⒃ 国道329号与那原・南風原バイパス・西原バイパスの早期整備 

⒄ 地域高規格道路の早期整備及び主要国道の整備促進 

  

４ 空港の整備促進 

⑴ 福岡空港、北九州空港、佐賀空港、長崎空港、熊本空港、大分空港、宮崎空港、

鹿児島空港、那覇空港、対馬空港、福江空港、壱岐空港、天草空港、種子島空港、屋

久島空港、奄美空港、喜界空港、徳之島空港、沖永良部空港、与論空港の整備促進  

⑵ 福岡空港における航空機進入方式の高度化による処理能力の向上 

⑶ 北九州空港の滑走路延長事業の早期完成及び貨物機新規就航等に対応するた

めの機能の強化・充実 

⑷ 佐賀空港の滑走路2500ｍ化の早期実現  

⑸ 屋久島空港の滑走路2000ｍ化の早期実現  

⑹ 地域航空システムの推進 

 ① コミューター空港（地域航空用空港）の空港法への位置づけ 

 ② コミューター航空の充実強化 

 ③ 離島航空路線の維持充実 


